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１．東京圏の都市鉄道に係る現状認識
（第１８号答申のフォローアップを中心に）



（１）目標年次 昭和50年（1975年）
（２）主な課題 ・東京圏の人口集中による都心の地下鉄の混雑緩和

・都市の外延化（都心部の西側への拡大）や副都心の発展への対応
（３）主な新線の位置付け

地下鉄11号線（半蔵門線）、地下鉄12号線（大江戸線）等

都市交通審議会答申第10号 （昭和43年（1968年））

（１）目標年次 昭和75年（2000年）
（２）主な課題 ・千葉､埼玉､茨城方面の人口増加への対応

・国際化などに伴う空港へのアクセス利便性の向上
（３）主な新線の位置付け

常磐新線（ＴＸ）､京葉線､東京モノレール延伸､京急空港線の延伸 等

（１）目標年次 昭和60年（1985年）
（２）主な課題 ・依然厳しい通勤・通学混雑への対応

・都市の外延化による通勤の長距離化への対応
（３）主な新線の位置付け

地下鉄13号線（副都心線）、各ニュータウンへの路線延伸 等

都市交通審議会答申第15号 （昭和47年（1972年））

運輸政策審議会答申第７号 （昭和60年（1985年））

運輸政策審議会答申第18号 （平成12年（2000年））へ。

○東京圏の都市鉄道ネットワークの整備については、政府による審議会の答申に沿う形で、計画的に進められ
てきた。

都心部では、地下鉄ネットワークの整備は、

行政自らにより、又は、地下鉄高速鉄道整備事

業費補助による支援を通じて進められ、都心部

から郊外にかけての鉄道ネットワークの整備

は、主として、民間鉄道事業者により、沿線開

発を組み合わせた整備が進められてきた。

※ 戦後の東京圏の都市鉄道に係る整備計画としては、

昭和21年の戦災復興院告示第21号以降、これまでの

間、合計９次にわたる答申等がとりまとめられている。

これまでの東京圏の都市鉄道の整備について
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＜都市交通審議会答申第10号［1968（昭和43）年］＞

＜運輸政策審議会答申第7号［1985（昭和60）年］ ＞

＜都市交通審議会答申第15号［ 1972（昭和47）年］ ＞

＜運輸政策審議会答申第18号［ 2000（平成12）年］ ＞

※1968（昭和43）年時点の整備状況

目標年次：1975（昭和50）年

目標年次：2000（昭和75）年

目標年次：1985（昭和60）年

目標年次：2015（平成27）年

※1972（昭和47）年時点の整備状況

東京圏鉄道総延長 約2,230km 約2,410km

うち相直路線総延長 691km 878km

※2000（平成12）年時点の整備状況
※1985（昭和60）年時点の整備状況

東京圏鉄道総延長 約1,700km

うち相直路線総延長 155km

東京圏鉄道総延長 約1,980km

うち相直路線総延長 422km

東京圏鉄道総延長 約1,590km

うち相直路線総延長 128km

2013（平成25）年

（１）主な課題
・東京圏の人口集中による都心

の地下鉄の混雑緩和
・都市の外延化（都心部の西側

への拡大）や副都心の発展へ
の対応

（２）主な新線の位置付け
地下鉄11号線（半蔵門線）、
地下鉄12号線（大江戸線）等

（１）主な課題
・千葉､埼玉､茨城方面の人口増

加への対応
・国際化などに伴う空港へのアク

セス利便性の向上

（２）主な新線の位置付け
常磐新線（ＴＸ）､京葉線､

東京モノレール延伸､京急空港線の延
伸 等

（１）主な課題
・依然厳しい通勤・通学混雑への

対応
・都市の外延化による通勤の

長距離化への対応

（２）主な新線の位置付け
地下鉄13号線（副都心線）、
各ニュータウンへの路線延伸 等

（１）主な課題
・高齢社会の進展等に対応した

鉄道サービス確保
・国際都市に相応しいサービスの

質の向上（混雑緩和、空港アク
セス等）

（２）主な新線の位置付け

成田新高速鉄道線、東北縦貫線、りん
かい線、神奈川東部方面線 等

※2015年までに開業することが適当とされた路線（Ａ１路線）のうち、約８割が営業中

A1路線（目標年次までに開業することが適当
である路線）

A2路線（目標年次までに整備着手することが
適当である路線）

今後整備について検討すべき路線

これまでの東京圏の都市鉄道に関する審議会答申の概要
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運輸政策審議会答申第18号について①

○「東京圏における高速鉄道を中心とする交通網の整備に関する基本計画について」の概要

（平成12年1月27日運輸政策審議会答申第18号）

＜東京圏の将来展望＞

・首都圏基本計画（平成11年）で目指すこととされた「分散型ネットワーク構造」が進むと想定。

・東京圏の人口は、平成27年に向けて、全体では４％増加すると想定され、地域別にみると、例えば、東京都

区部は約８％減少すると見込まれていた。

（※実際には、平成22年時点で、全体では約９％の増加、東京都区部では約１２％増加となっている。）

＜基本的な考え方＞

１．混雑の緩和 ２．速達性の向上 ３．都市構造・機能の再編整備等への対応

４．空港、新幹線等へのアクセス機能の強化 ５．交通サービスのバリアフリー化、シームレス化等の推進

＜整備計画＞

・今後、必要と考えられる既設路線の改良、路線の新設・複々線等を位置付け。

・路線の新設・複々線等については、成田新高速鉄道線、東北縦貫線、りんかい線、神奈川東部方面線など、

合計653kmを位置付け。

目標年次：平成２７年
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横浜・川崎 都区部

＜運輸政策審議会答申第18号に位置付けられた路線の新設・複々線化等＞

運輸政策審議会答申第18号について②
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社会経済・人口の現状（夜間人口の推移）

 第18号答申では、東京圏全体の夜間人口は、平成27年には平成７年に比べて約４％増の3,535万人となり、地域別に見ると東京都区
部約８％減、多摩地区約４％増、神奈川県約５％増、埼玉県約12％増、千葉県約７％増、茨城県南部約10％増となると想定されてい
た。

 これに対して、東京圏全体の夜間人口は平成22年時点で約3,724万人となっており、すでに平成27年の想定値3,535万人を上回ってい
る。地域別に見ると、東京都区部は減少する想定に反してむしろ増加傾向にあり、多摩地区、神奈川県も想定より増加している。
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出典：夜間人口の実績値は国勢調査より、想定値は第18号答申より事務局作成

第18号答申時の想定値
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社会経済・人口の現状（東京中心部における開発）

出典：開発事業者ＨＰ

東京中心部の大規模開発事例

東京駅周辺

臨海副都心

東京ステーションシティ

ともに2007年完成

高層マンション
（有明）

ダイバーシティ東京
（台場）

2012年完成 2010年完成

虎ノ門ヒルズ

2014年完成

秋葉原

大崎ウィズタワー

2014年
完成

2003年完成

品川
グランド
コモンズ

渋谷ヒカリエ

2012年完成

秋葉原UDX

2006年完成

豊島区役所新庁舎

庁舎部分2015年業務開始

JR新宿駅新南口ビル
（仮称）

2016年
完成予定

池袋

新宿

渋谷

大崎
品川

虎ノ門

 第18号答申では、東京中心部の一極依存構造の是正を図り、東京中心部と近郊地域が適切な機能分担と連携のもとに都市機能の再
配置を進めることにより｢分散型ネットワーク構造｣を目指すこととしており、東京中心部では都市再開発等による都心部の再編整備とと
もに、副都心機能の充実により多心化等を図ることとされた。

 これに対し、東京中心部（都心・副都心）において、業務・商業・居住に係る大規模開発が着実に進んでいる。
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豊洲・晴海・勝どき
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六本木

六本木ヒルズ森タワー

2003年完成



社会経済・人口の現状（東京都区部の従業人口の推移）

 従業人口については、特に大規模開発が進んでいる都心３区（千代田区、中央区、港区）や副都心で増加しており、大規模開発に伴って
業務機能等の充実が図られていると考えられる。
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杉並区 世田谷区 目黒区 品川区 大田区 東京都区部計

東京都区部における従業人口の推移

江東区

港区

千代田区

品川区

渋谷区

東京都区部計

中野区

※平成12年を１としたときの指数を表す。
出典：国勢調査より事務局作成



社会経済・人口の現状（業務核都市における開発①）
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 第18号答申では、近郊地域においては、広域連携拠点となる業務核都市を重点的に育成・整備することとされていた。
 業務核都市では、さいたま新都心・幕張新都心・みなとみらい21等のように国の行政機関等の移転及び業務施設の集積等が図られた

大規模な開発が進められるとともに、研究学園駅付近・柏の葉キャンパス駅付近・みそのウィングシティ・越谷レイクタウン等のように新
線・新駅とともに大規模なニュータウンが整備された。

業務核都市内の大規模開発

計画を基に書き起こしたパース

さいたま新都心

みそのウイングシティ

研究学園駅付近

柏の葉キャンパス駅付近

幕張新都心

越谷レイクタウン

みなとみらい２１

※ニュータウンは業務核都市内に存在する概ね計画人口２万人以上の地区を選定。

出典：写真・パースは都市再生機構・千葉県・千葉県企業庁のＨＰ及びパンフレットより引用



社会経済・人口の現状（業務核都市における開発②）
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 業務核都市における大規模開発は、事業自体は着実に進捗しているものの、事業の計画段階に想定していた人口に達するまでは相当
の時間を要する。また、業務核都市の事務所数については増加している都市があるものの業務核都市全体としては減少傾向にある。

業務核都市内の大規模開発の状況

出典：都市再生機構・千葉県・千葉県のＨＰ・パンフレットより事務局作成

地区 事業名 所在地 計画人口 事業施行期間

さいたま
新都心

さいたま都市計画事
業さいたま新都心土
地区画整理事業

埼玉県さ
いたま市

就業人口
約57,000人

平成３年度～
平成１９年度

幕張新
都心

－

千葉県

千葉市・
習志野市

居住人口
36,000人
就業人口
150,000人

昭和４７年度
～
平成２４年度

みなとみ
らい２１

横浜国際港都建設事
業みなみとみらい２１
中央地区土地区画整
理事業

神奈川県
横浜市

就業人口
160,000人

昭和５８年度
～
平成２２年度

研究学
園駅付
近

研究学園都市計画事
業葛城一体型特定土
地区画整理事業

茨城県つ
くば市

居住人口
25,000人

平成１２年度
～
平成３０年度

柏の葉
キャン

パス駅
付近

柏都市計画事業柏北
部中央地区一体型特
定土地区画整理事業

千葉県柏
市

居住人口
26,000人

平成１２年～
平成３５年

越谷レイ
クタウン

越谷都市計画事業越
谷レイクタウン特定土
地区画整理事業

埼玉県越
谷市

居住人口
約22,400人

平成１１年度
～
平成３０年度

みその
ウイング
シティ

さいたま都市計画事
業浦和東部第二特定
土地区画整理事業・
岩槻南部新和西特定
土地区画整理事業

埼玉県さ
いたま市

居住人口
25,700人

平成１２年度
～
平成３３年度

※平成11年を１としたときの指数
※東京圏（50km圏）の範囲外となる熊谷・深谷は除く。
出典：事業所・企業統計調査より事務局作成

※事業所・企業統計調査は平成18年までであり、その後は経済センサスに
統合されたため、データの連続性が保たれていない。

業務核都市の事業所数の推移

0.80

0.85

0.90

0.95

1.00

1.05

1.10

1.15

1.20

平成６年 平成８年 平成11年 平成13年 平成16年 平成1 8年

横浜 川崎 厚木

八王子・立川・多摩 青梅 町田・相模原

浦和・大宮 土浦・つくば・牛久 川越

春日部・越谷 柏 成田

千葉 木更津 業務核都市計

八王子
・立川
・多摩

川崎

業務核
都市計

成田



12

社会経済・人口の現状（業務核都市の従業人口の推移）

業務核都市の従業人口の推移
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町田・相模原

さいたま

土浦・つくば・牛久

川越

春日部・越谷

柏

成田

千葉

木更津

業務核都市計

八王子・立川・多摩

業務核都市計

青梅

 業務核都市の従業人口は概ね増加傾向であるが、増加率にはばらつきがある。
 業務核都市では、様々な開発がなされているものの、未だ整備途上の段階にあり、整備進捗状況も各都市で相当異なっている。

※平成12年を１としたときの指数を表す。
※東京圏（50km圏）の範囲外となる熊谷・深谷は除く。
出典：国勢調査より事務局作成
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柏
横浜
さいたま



社会経済・人口の現状（夜間人口の推移の地域差①）

 東京中心部の夜間人口については、都心・副都心・東京都区部全体のいずれも増加しているが、特に都心３区においては、平成26年の
人口は平成12年比45％増と顕著に増加している。一方で、業務核都市の夜間人口については、多くが増加傾向であり、業務核都市全
体で平成12年比８％増となっているものの都心３区と比べると伸び率は小さい。

業務核都市の夜間人口の推移東京中心部の夜間人口の推移
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※都心３区： 千代田区、港区、中央区
副都心３区： 新宿区、渋谷区、豊島区
東京都区部：特別区全体
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横浜 川崎 厚木

八王子・立川・多摩 青梅 町田・相模原

熊谷・深谷 浦和・大宮 土浦・つくば・牛久

川越 春日部・越谷 柏

成田 千葉 木更津

業務核都市計

※人口は各年３月31日時点での数値。ただし、調査方法変更により平成26年以降は１月１日時点での数値。
出典：住民基本台帳より事務局作成 13



 市区町村別の夜間人口の増加率（平成22年夜間人口と平成12年夜間人口の比）の分布をみると、郊外部の市町村に比べ、都心３区
（千代田区、港区、中央区）の人口が顕著に増加していることが分かる。

 なお、郊外部においても、つくばや横浜、川崎等業務核都市を中心として、夜間人口が増加している地域も見受けられる。

社会経済・人口の現状（夜間人口の推移の地域差②）

市区町村別の夜間人口の増加率

50km圏

つくば市

成田市

守谷市

印西市

千代田区
中央区

港区

新宿区

豊島区

渋谷区

夜間人口の増加率

14

江東区

浦安市
品川区

墨田区文京区 台東区

荒川区

足立区
町田市

稲城市

府中市 船橋市
八千代市

白井市

千葉市

さいたま市

牛久市

吉川市

八潮市

川崎市

横浜市

相模原市

※行政界は平成22年時点
出典：国勢調査より事務局作成

【平成22年/平成12年の比】



混雑の緩和に係る現状

 第18号答申では、東京圏の主要31区間のピーク時の平均混雑率を150％にする（平成10年度183%）とともに、個別路線においてもピー
ク時混雑率を基本的に180％以下にすることを目指すこととされていた。（平成10年度で180%を超える区間は23区間）

 これに対して、新線整備及び複々線化並びにオフピーク通勤推進等の取組により、東京圏の主要31区間のピーク時混雑率は平成25年
度で165%と平成10年度より減少したが、目標達成には至っていない。また、混雑率180%を超える区間は、平成25年度で14路線あり、
引き続き混雑緩和に向けた取組が必要である。

線名 区間 混雑率
対前年
増減

山手線（外回り） 上野→御徒町 202% ＋2

京浜東北線（南行） 上野→御徒町 200% ＋6

総武緩行線 錦糸町→両国 199% ▲1

東京メトロ東西線 木場→門前仲町 199% ＋2

中央快速線 中野→新宿 194% ±0

南武線 武蔵中原→武蔵小杉 194% ±0

横須賀線 武蔵小杉→西大井 193% ±0

埼京線 板橋→新宿 190% ▲9

小田急小田原線 世田谷代田→下北沢 188% ±0

武蔵野線 東浦和→南浦和 184% ＋1

東海道線 川崎→品川 183% ±0

横浜線 小机→新横浜 183% ±0

京浜東北線（北行） 大井町→品川 183% ±0

東急田園都市線 池尻大橋→渋谷 183% ＋1

（平成25年度）

混雑率180%を超える区間

東京圏の主要31区間平均混雑率
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速達性の向上に係る現状（相互直通運転の効果）

柳瀬川 → 新宿（新宿三丁目）

平成12年10月 41分
６分
短縮

池袋乗換

平成27年５月 35分
小竹向原乗換
（同一ホーム乗換え）

すずかけ台 → 押上

平成12年10月 86分 ６分
短縮

表参道・新橋乗換

平成27年５月 80分 長津田乗換

田園調布 → 大手町

平成12年10月 38分 ９分
短縮

渋谷乗換（東横線・半蔵門線）

平成27年５月 29分 目黒線・三田線直通

※ 平成12年10月の時刻表（MyLINE東京時刻表）及び平成27年５月
時点の運行ダイヤより、事務局作成。

※ 平日朝８時30分までに到着する最速の経路の所要時間で比較。
※ 点線は平成12年10月時点における最速経路を、実線は平成27

年５月時点における最速経路を示す。

柳瀬川

すずかけ台

田園調布

大手町

押上

新宿

 第18号答申では、郊外部から東京中心部に向けた速達性の向上のみならず、国際中枢機能を担う都心や副都心、業務核都市等を相
互に高速で連絡する広域的な鉄道ネットワークの整備が必要であるとされていた。

 相互直通運転や新線整備、運行ダイヤの改善等により乗換時間を含めた所要時間は短縮している。

通勤時間帯における所要時間の短縮例
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速達性の向上に係る現状（新線等の効果）

守谷 → 秋葉原

平成12年10月 73分 36分
短縮

取手・北千住乗換

平成27年５月 37分 つくばエクスプレス直通

東川口 → 四ッ谷

平成12年10月 68分 25分
短縮

南浦和・秋葉原乗換

平成27年５月 43分 埼玉高速鉄道・南北線直通

大宮 → 横浜

平成12年10月 75分 11分
短縮

上野・東京乗換

平成27年５月 64分 上野東京ライン経由

※ 平成12年10月の時刻表（MyLINE東京時刻表）及び平成27年５月
時点の運行ダイヤより、事務局作成。

※ 平日朝８時30分までに到着する最速の経路の所要時間で比較。
※ 点線は平成12年10月時点における最速経路を、実線は平成27

年５月時点における最速経路を示す。

大宮

東川口

守谷

秋葉原

四ッ谷

横浜

通勤時間帯における所要時間の短縮例



千葉ﾆｭｰﾀｳﾝ中央 → 品川

平成12年10月 67分 13分
短縮

北総・浅草線直通

平成27年５月 54分 〃 （アクセス特急）

18

速達性の向上に係る現状（運行ダイヤ改善等の効果）

昼間時間帯における所要時間の短縮例

※ 平成12年10月の時刻表（MyLINE東京時刻表）及び平成27年５月
時点の運行ダイヤより、事務局作成。

※ 平日12時30分までに到着する最速経路の所要時間で比較。

溝の口 大井町

日暮里 千葉ニュータウン中央

八千代台

品川

八千代台 → 日暮里

平成12年10月 42分 5分
短縮

京成本線（京成船橋）経由

平成27年５月 37分 〃

溝の口 → 大井町

平成12年10月 30分 11分
短縮

二子玉川乗換え

平成27年５月 19分 直通、急行運転



都市構造・機能の再編等への対応の現状①

 第18号答申では、都市構造・機能の再編整備に対応するため、各拠点間の連携・交流を支える基盤施設として鉄道整備に対する期待
が高まっているとされていた。

 これに対して、都心・副都心における開発とあわせて鉄道整備（大江戸線・りんかい線等）が着実に進められてきた。

①①①①①①①①①

②②②②②②②②②

六本木六本木六本木六本木六本木六本木六本木六本木六本木
勝どき勝どき勝どき勝どき勝どき勝どき勝どき勝どき勝どき

⑤⑤⑤⑤⑤⑤⑤⑤⑤
⑥⑥⑥⑥⑥⑥⑥⑥⑥

⑦⑦⑦⑦⑦⑦⑦⑦⑦ ⑧⑧⑧⑧⑧⑧⑧⑧⑧

⑨⑨⑨⑨⑨⑨⑨⑨⑨

③③③③③③③③③ ④④④④④④④④④

汐留汐留汐留汐留汐留汐留汐留汐留汐留

秋葉原秋葉原秋葉原秋葉原秋葉原秋葉原秋葉原秋葉原秋葉原
錦糸町錦糸町錦糸町錦糸町錦糸町錦糸町錦糸町錦糸町錦糸町

押上押上押上押上押上押上押上押上押上

大崎大崎大崎大崎大崎大崎大崎大崎大崎 天王洲アイル天王洲アイル天王洲アイル天王洲アイル天王洲アイル天王洲アイル天王洲アイル天王洲アイル天王洲アイル
2.000

km

0

※写真：都市開発事業者HPより

※グラフ：都市交通年報より事務局
作成

③大崎

ゲートｼﾃｨ大崎

平成10年以降の開業・延伸路線

再開発駅

副都心線 　　　  H20開業

つくばエクスプレス H17開業

ゆりかもめ         H18延伸

半蔵門線         H15延伸

りんかい線        H14延伸

大江戸線         H12延伸

三田線            H12延伸

南北線            H12延伸

大江戸線六本木駅 新設路線沿線の主な開発と駅利用者数の変化
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秋葉原UDX
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りんかい線大崎駅

りんかい線天王洲アイル駅 大江戸線汐留駅
大江戸線勝どき駅

半蔵門線押上駅

半蔵門線錦糸町駅

つくばエクスプレス秋葉原駅



都市構造・機能の再編等への対応の現状②

 一部では鉄道の設備が急激な利用者数の増加に対応できていない場合もあり、引き続き対応が必要である。

勝どき駅における急激な利用者増加 勝どき駅における混雑の状況

出典：都市交通年報より事務局作成
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空港、新幹線駅等へのアクセス機能強化の現状①

21

 第18号答申では、空港、新幹線駅等の幹線交通拠点へのアクセスについて、所要時間、乗換回数等の面で、アクセス利便性が十分確
保されていない地域が広範囲に渡っており、その利便性を向上することが強く求められていた。

 これに対して、空港までの等時間到達圏は平成12年と比べて拡大しており、利便性の高い地域が拡大している。一方で、今後東京圏の
国際競争力の向上や観光立国を目指す上では、空港、新幹線駅等の幹線交通拠点へのアクセスが必ずしも十分であるといえず、さらな
る改善が求められているところである。

※所要時間は、各ゾーンの中心から最寄り駅までの到達時間と鉄道の所要時間を合計したものとして算出。各時点における時刻表より事務局作成

等時間到達
圏

30分以内

60分以内

90分以内

120分以内

150分以内

180分以内

平成２２年時点

平成１２年時点

羽田空港までの等時間到達圏成田空港までの等時間到達圏



空港、新幹線駅等へのアクセス機能強化の現状②

22

 東京駅までの等時間到達圏は平成12年と比べて拡大しており、利便性の高い地域が拡大している。
 さらに平成27年３月には、上野東京ラインが開業し、特に東京圏北部から東京駅や今後中央新幹線（リニア）のターミナルとなる品川駅

へのアクセス利便性が向上した。

※所要時間は、各ゾーンの中心から最寄り駅までの到達時間と鉄道の所要時
間を合計したものとして算出。各時点における時刻表より事務局作成

東京駅までの等時間到達圏
東京圏北部から東京駅・品川駅へのアクセス改善
（上野東京ライン：平成27年３月14日開業）平成１２年時点

上野東京ライン
（平成27年

3月14日開業）

至 高崎 至 宇都宮

至 水戸・いわき

至 小田原・熱海 羽田空港

京浜急行線

東海道新幹線
東北新幹線
上越新幹線
北陸新幹線

東海道新幹線
中央新幹線（リニア）
（平成39年開業予定）

大宮・東京間

■所要時間の短縮・乗換解消の効果

36分 乗換なし 開業後

開業前27分

18分

46分 乗換あり

39分 乗換なし

柏・東京間

△7分

※所要時間は朝通勤ピーク時間帯の平均到達時分

開業後

開業前 45分

36分 △9分

平成２２年時点

等時間到
達圏

15分以内

30分以内

45分以内

60分以内

75分以内

90分以内



交通サービスのバリアフリー化、シームレス化等の推進の現状①

 第18号答申において、鉄道駅でのエレベーター、エスカレーターの整備等による段差の解消等のほか、車両における車椅子スペースの
確保等のバリアフリー化を積極的に進めるものとするとされていた。

 これに対して、段差解消については、平成25年度末で2,581駅（90％）が段差解消され、また、車両については、平成25年度末で、
31,308両（60%）でバリアフリー化されている。

全国の鉄道駅における
バリアフリー化の状況（段差解消）
（平均利用者数5,000人／日の駅）

全国の鉄軌道車両における
バリアフリー化の状況

※段差解消済駅：基準に適合している設備により段差が解消されている駅。
※ここでは、東京圏として茨城県、埼玉県、東京都、千葉県、神奈川県の５都県とした。
※平成12年度末時点の東京圏における解消率は、都県別データが無いため算出不能。

段差解

消済駅

795駅

（29%）

実質的に段

差解消されて

いる駅又は段

差未解消駅

（71%）

平成12年度末

段差解消

済駅

2,581駅

（90%）

実質的に段

差解消され

ている駅

（6%）

段差未

解消駅

（4%）

平成25年度末

対応車両

5,193両

（10%）

未対応車

両（90%）

平成12年度末

対応車両

31,308両

（60%）

未対応車

両（40%）

平成25年度末

※対応車両：移動等円滑化基準に適合した車両
※ここでは、東京圏内に含まれる事業者について集計し、対応割合を

算出した。

平成23年度からバリアフリー化の整備目標を「5,000人以上」から「3,000人以上」の
鉄道駅としている。［H25年度末3,000人以上の段差解消済駅 2,909駅（83%)］

東京圏での
対応車両の割合

は18%

東京圏での
対応車両の割合

は76%

東京圏では、
90%が段差解消、

7%が実質的に段差解消
3%が段差未解消
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交通サービスのバリアフリー化、シームレス化等の推進の現状②

東京圏鉄道総延長
約 2,400km

相直路線以外の延長
約 1,520km

※2015年３月末現在

36
%64

%

※各年12月末時点での相互直通運転路線延長を表す。
出典：数字でみる鉄道より事務局作成

平成27年５月

東京圏の相互直通路線延長の推移

東西線・中央・総武緩行
線・東葉高速線

千代田線・常磐緩行線・
小田原線・多摩線

都営新宿線・京王線・
相模原線

有楽町線・東武東上線・
西武池袋線・西武有楽町線

副都心線・東武東上線・西武
池袋線・西武有楽町線・東急
東横線・みなとみらい21線

都営三田線・
東急目黒線

日比谷線・東武伊勢崎
線・東急東横線

埼京線・川越
線・りんかい線

三鷹

浦和美園

津田沼

橋本

新木場

三崎口

新逗子

本厚木

本八幡

唐木田

南栗橋

川越

久喜

取手

渋谷

日吉

浦賀

西高島平

中央林間

羽田空港

京成上野 芝山千代田
東葉勝田台

東武動物公園

元町・中華街

南北線・東急目黒線・
埼玉高速鉄道線

 第18号答申において、交通機関相互の乗継ぎに係る「継ぎ目」を解消し、円滑な移動を実現するシームレス化を積極的に進めるため、
ハード面の対策として鉄道相互の直通運転化や同一ホーム・同一方向乗換化、乗継ぎ経路の短縮等を、ソフト面の対策として他の事業
者との共通利用が可能なカード乗車券の導入等を推進することとされた。

 これに対して、相互直通運転がなされている路線延長は、平成27年3月時点で約880kmとなっており、東京圏鉄道総延長の約36％に達
している。

東京圏の相直路線の割合（2015年）
東京圏における相直の進展（平成12年→平成27年）















平成12年12月

印旛日本医大

羽田空港

三崎口

東武動物公園

三鷹
東葉勝田台

東成田

成田空港

津田沼

西馬込

森林公園

飯能

西高島平 赤羽岩淵

武蔵小杉中央林間

本厚木

橋本

取手

新木場
水天宮前

本八幡

155 

414 
532 

691 

880 880 

0

200

400

600
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1,000

昭和45年 昭和55年 平成2年 平成12年 平成22年 現在
相

直
延

長
(k

m
)

相直路線延長
約 880km

※参考：JRを除く相直路線の割合は、51%
（総延長約1,540kmのうち相直路線延長約780km）

中目黒

都営浅草線・京成本線・北
総線・京急本線・久里浜
線・逗子線・芝山鉄道
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半蔵門線・東武伊勢崎線・
日光線・東急田園都市線

西馬込



交通サービスのバリアフリー化、シームレス化等の推進の現状③

池袋駅の改良

埼京線ホーム

湘南新宿ラインホーム

赤羽方新宿方

平面交差支障

大塚方

埼京線

北行ホーム

南行ホーム

赤羽方
新宿方

大塚方

山手貨物線

埼京線

立体交差化

【導入事業者】
・Suica 6社
・PASMO 26社局

ICカードの共通化

 池袋駅においては埼京線と湘南新宿ラインが立体交差化されるとともに同一方向乗換化された。また、ソフト面としては、ICカード乗車券
の普及が進み、平成25年3月23日から交通系ICカードの全国相互利用サービスが開始されている。

出典：ＪＲ東日本ＨＰより引用
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 開業した路線の輸送状況をみると、路線によって輸送密度にばらつきがあることが分かる。

第18号答申における路線名 事業者
路線名

（愛称等含む）
区間 営業キロ

平成２２年度
輸送密度

（人キロ/日・km）

みなとみらい２１線の建設 横浜高速鉄道 みなとみらい21線 横浜 元町・中華街 4.1 109,573

横浜環状鉄道（仮称）の新設 横浜市交通局 グリーンライン 中山 日吉 13.0 42,429

東京６号線の建設 東京都交通局 三田線 目黒 三田 4.0 88,138

東京７号線の建設 東京メトロ 南北線 目黒 溜池山王 5.7 119,941

東京７号線の建設 埼玉高速鉄道 赤羽岩淵 浦和美園 14.6 40,771

東京１１号線の延伸 東京メトロ 半蔵門線 水天宮前 押上 6.0 155,468

東京１２号線の建設 東京都交通局 大江戸線 都庁前 新宿（両国経由） 28.6 111,066

東京１３号線の延伸 東京メトロ 副都心線 池袋 渋谷 11.9 170,394

東京臨海高速鉄道臨海副都
心線の建設

東京臨海高速鉄道 臨海副都心線 東京テレポート 大崎 7.3 110,743

ＪＲ東北線、高崎線及び常磐
線の延伸

ＪＲ東日本 （上野東京ライン） 上野 東京 3.6 -

常磐新線の建設 つくばエクスプレス 秋葉原 つくば 58.3 102,978

北総開発鉄道北総・公団線
を延伸し新東京国際空港へ
至る路線の新設

京成電鉄 成田空港線 印旛日本医大 成田空港 19.1 12,274

東京モノレール羽田線の建
設

東京モノレール
羽田空港第１ター
ミナルビル

羽田空港第２ター
ミナルビル

0.8 34,033

日暮里舎人線の建設 東京都交通局 日暮里舎人ライナー 日暮里 見沼代親水公園 9.7 32,954

開業した第18号答申路線の輸送状況

開業した路線の輸送状況

出典：輸送密度は、都市交通年報及び鉄道統計年報より事務局作成



２．2020年東京オリンピック・パラリンピック
競技大会に向けた都市鉄道の取組



2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の概要
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（１）オリンピック競技大会概要（※１）

〇日時：2020年7月24日（金）～8月9日（日）

〇競技数：28競技
陸上競技、水泳、サッカー、テニス、ボート、ホッケー、ボクシング、バレーボール、体操、バスケットボール、

レスリング、セーリング、ウエイトリフティング、ハンドボール、自転車競技、卓球、馬術、フェンシング、柔道、
バドミントン、射撃、近代五種、カヌー、アーチェリー、テコンドー、トライアスロン、ゴルフ、ラグビー

〇 チケット販売数 約780万枚

（参考） ロンドンオリンピック時（※２） ･･･ 選手数 約10,500人／チケット販売数 約880万枚

（２）パラリンピック競技大会概要（※１）

〇日時：2020年8月25日（火）～9月6日（日）

〇競技数：22競技
アーチェリー、陸上競技、ボッチャ、カヌー、自転車、馬術、５人制サッカー、７人制サッカー、ゴールボール、

馬術、パワーリフティング、ボート、セーリング、射撃、水泳、卓球、トライアスロン、シッティングバレーボール、
車椅子バスケットボール、車いすフェンシング、ウィルチェアーラグビー、車いすテニス

〇 チケット販売数 約230万枚

（参考） ロンドンパラリンピック時（※２） ･･･ 選手数 約4,200人／チケット販売数 約270万枚

（※１）「立候補ファイル」より引用。なお、数値等は立候補ファイル時のものであり、変更される可能性がある。
（※２）「オリンピック・パラリンピック開催に向けた移動と交通に関する基礎調査報告書」（平成２６年９月 交通エコロジー・

モビリティ財団）より引用。



2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における都市鉄道の役割
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都市鉄道は、選手村や2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催会場の配置が数多く予定されている臨
海部と都心部等の観客の輸送手段として、鉄道ネットワークの最大限の活用が求められている。

大会開催会場と周辺鉄道ネットワークの位置

オリンピックスタジアム

東京体育館

国立代々木競技場
日本武道館
皇居外苑

東京国際フォーラム
国技館

有明アリーナ
有明BMXコース

有明ベロドローム
有明体操競技場

有明テニスの森
お台場海浜公園

潮風公園
東京ビッグサイト・ホールA

東京ビッグサイト・ホールB

大井ホッケー競技場

海の森クロスカントリーコース
海の森水上競技場
海の森マウンテンバイクコース

若洲オリンピックマリーナ

葛西臨海公園隣接地に変更
調整中

さいたまスーパーアリーナに変更
夢の島公園

馬事公苑に変更
オリンピックアクアティクスセンター

ウォーターポロアリーナ
武蔵野の森総合スポーツ施設

東京スタジアム
武蔵野の森公園

陸上自衛隊朝霞訓練場

霞ケ関カンツリー倶楽部
札幌ドーム
宮城スタジアム
埼玉スタジアム２００２

横浜国際総合競技場
選手村

IBC/MPC

【競技会場名（予定）】

選手村

原宿

明治神宮前

千駄ヶ谷

国立競技場

九段下
両国

東京

二重橋前

日比谷

有楽町

銀座 銀座一丁目

豊洲

有明テニスの森有明

国際展示場正門

国際展示場

台場

お台場海浜公園

辰巳
新木場

葛西臨海公園

竹橋

青山一丁目

外苑前

船の科学館

勝どき

市場前

※ 現在、立候補ファイル時よりバスケット
ボール、馬術、カヌー・スラロームについて
は会場の変更がＩＯＣに承認されている。

残りの一部会場についても、組織委員会
で現在変更を検討している。

選手村

（大会組織委員会ＨＰより事務局作成）

http://tokyo2020.jp/jp/plan/outline/index.html#v01
http://tokyo2020.jp/jp/plan/outline/index.html#v01
http://tokyo2020.jp/jp/plan/outline/index.html#v02
http://tokyo2020.jp/jp/plan/outline/index.html#v02
http://tokyo2020.jp/jp/plan/outline/index.html#v03
http://tokyo2020.jp/jp/plan/outline/index.html#v03
http://tokyo2020.jp/jp/plan/outline/index.html#v04
http://tokyo2020.jp/jp/plan/outline/index.html#v04
http://tokyo2020.jp/jp/plan/outline/index.html#v05
http://tokyo2020.jp/jp/plan/outline/index.html#v05


（「産業競争力会議改革2020ＷＧ」第5回資料より抜粋）
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【シーン２】 東京ユニバーサルデザイン・ ショーケース

【シーン３】 成田空港・羽田空港ショーケース

【デジタルサイネージ】

●世界最先端の
トイレ

【リフト付バス】

●鉄道・バスによる
空港アクセスの改善

●ストレスフリーの環境整備
・無料公衆無線LAN環境整備促進
・多言語音声翻訳システムの活用

●デジタルサイネージの機能の拡大

●面的・一体的なバリアフリーの推進

・災害情報の一斉配信 ・文化施設や商業施設のクーポン配信

●空港等からのアクセスルートの
バリアフリー化

●競技会場周辺の面的・一体的な
バリアフリー化

●主要ターミナルや観光スポットに
おける重点的な面点・一体的な
バリアフリー化

【エレベーター】 【駅のホームドア】

●空港をゲートウェイとした様々な
コンテンツの発信
・待機時間中の情報発信等

・ICTを活用した歩行者移動支援
サービスの導入

・ロボット技術を活用した最先端の
車いすの開発

・旅客施設のバリアフリー化

・心のバリアフリー

●更なるバリアフリー化
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【駅のホームドア】

・先進的な施設を含めバリアフリー化を集中的に実現
・高齢者や訪日外国人等にやさしい幅広いユニバーサルデザイン、
ICTを活用した情報案内等をシンボリックに現出、ショーケース化
・他の先進国等に先駆けて超高齢化が進む我が国のベストプラクティスを
内外にアピール

・訪日外国人の受入れ玄関口である国際空港でのおもてなしによる
空港ショーケース化の実現

【シーン１】 地域における「観光立国」ショーケース

取組体制の構築

外国人に訴求する
コンテンツの充実

外国人の快適・円滑な
旅行の実現

海外への情報発信

〇日本版ＤＭＯの確立

〇行政における部局横断的なプロジェクトチームを設置

〇地域の観光資源の徹底的な
磨き上げ、満足度の高い滞在
プログラムを提供する仕組みづ
くり

〇ストレスなく滞在・周遊を楽し
むための環境整備

◯地域の魅力を継続的に力強く海外に発信し、地方への誘
客を実現する

特定の地方都市において、各省庁の施策を集中投入
した総合的な観光地域づくりを実現し、外国人旅行者
の地方への誘客のモデルケースをつくりあげる。

具体的な地域の選定

◯モデルケースとなる対象地域の選定

海外への情報発信（ショーケース）



【シーン１】 地域における「観光立国」ショーケース

2020年にショーケース化する具体的な成果イメージ

取組体制の構築 外国人に訴求するコンテンツの充実

外国人の快適・円滑な旅行の実現

海外への情報発信

〇民間主体として取組
の中心的役割を果たす
組織（日本版ＤＭＯ）を
確立する
〈実施事業例〉
・関係者の合意形成
・マーケティングに基づく
戦略策定（目標設定含む）

・各種事業のマネジメント
（事業評価、統計分析等）

等

〇行政における部局横
断的なプロジェクトチー
ムを設置する

〇地域の観光資源を外国人旅行者に訴求するコンテンツとして徹底
的に磨き上げ、満足度の高い滞在プログラムとして提供する仕組み
づくりを実施する

・(c)文化財の保存・整備・活

用、地域の歴史的まちなみ
等の活用
（文部科学省と連携）

・(b)日本食・食文化、農山漁村
等の魅力活用
（農林水産省と連携）

・(d)地域の自然を活かした
エコツーリズムの推進
（環境省と連携）

・(a)地域資源を活用した新商品・
サービスの開発・提供
（経済産業省と連携）

〇ストレスなく滞在・周遊を楽しむための環境整備を実施する

○(h)ビジットジャパン事業によ
り海外へ地域の魅力を発信

・現地旅行会社等が一堂に集ま る

旅行博への出展、商談会等の開
催

・現地旅行会社を日本の観光地へ
招請し、訪日旅行商品の造成を働
きかけ

・地域による情報発信の支援

○(h)日本食・食文化と一体となっ
た農山漁村の魅力を世界へ配信
（農林水産省と連携）

○(i)地域の魅力を伝える放送コ
ンテンツ等の発信
（総務省、経済産業省と連携）

○(j)文化プログラムを活用して
日本文化を発信する
（文部科学省と連携）

・(e)道の駅等ゲートウェイにおける
観光案内機能の充実

・(e)観光地間の２次交通の充実・
乗継円滑化

・(e)通訳案内士の活用促進
・(e)商店街等における免税店の拡大
・(e)交通手段のバリアフリー化

・(f)Wi-Fiの整備・充実（総務省と連携）
・(f)観光・交通等各種アプリの開発、整備・充

実（総務省と連携) 
・(f)観光看板、デジタルサイネージの整備、
多言語対応（総務省と連携）

多くの外国人旅行者に選ばれる、観光立国を体現する観光地域を２０２０年までに作り上げる

〈取組例〉
〈取組例〉

〈取組例〉

31

特定の地方都市において、各省庁の施策を集中投入した総合的な観光地域づくりを実現するため、2015年に、特定
の地方都市を選定した上、地域の官民が一体となった戦略的・持続的な取組体制を確立。その後、順次、各省庁の支
援施策を集中投入して、外国人旅行者に訴求するコンテンツとして地域の観光資源を徹底的に磨き上げるとともに、
外国人旅行者がストレスフリーで旅行を満喫できる環境を整備し、魅力ある観光地域として強力に海外に発信してい
き、2020年には、外国人旅行者の地方への誘客のモデルケースをつくりあげる。

富岡製糸場東置繭所
（群馬県提供）

・(g)カード・アプリによる
「ストレスフリー」な環境整備
（経済産業省と連携）

（「産業競争力会議改革2020ＷＧ」第5回資料より抜粋）



【シーン２】東京ユニバーサルデザイン・ショーケース

2020東京オリパラが開催される東京（※）において、
○ 先進的な施設を含めバリアフリー化を集中的に実現
○ 高齢者や訪日外国人等にやさしい幅広いユニバーサルデザイン、ICTを活用した情報案内等をシンボリックに現出、ショーケース化
○ 他の先進国等に先駆けて超高齢化が進む我が国のベストプラクティスを内外にアピール

プロジェクトの主な取組み

●公共交通事業者の職員教育を通じた接遇の向上
●公共交通機関等における心のバリアフリー推進運動の展開

【車いすｻﾎﾟｰﾄ体験】

●エレベーター、エスカレーター、スロープ、ホームドア、
点字ブロック、障害者用トイレ等の設置

駅

●ICTを活用した歩行者
移動支援サービスの導入

歩行空間

屋内外問わず、自分の位置、目
的地までの経路が詳細にわかる

نها مؤسسة 

ميةميةتعليمية

（１）公共交通機関の旅客施設（鉄道駅、バスターミナル等）
におけるバリアフリーの推進

（２）公共交通機関の車両のバリアフリー化の推進

（６）ICTを活用した歩行者移動支援サービスの導入、
バリアフリー関連情報の提供の充実、多言語化（７）心のバリアフリー

【エレベーター】 【駅のホームドア】

【歩行空間のバリアフリー化】

競技場

●空港等からのアクセスルートの
バリアフリー化

●競技会場周辺の面的・一体的
なバリアフリー化

観光スポット

●主要ターミナルや観光スポットにおける
重点的な面点・一体的なバリアフリー化

【交通事業者向けバリアフリー教育訓練の様子】

●バリアフリールートの情報提供の充実（ICT、マップ等）
●ピクトグラム、デジタルサイネージの活用
●駅係員呼び出しインターホン等による情報提供の充実
●ベジタリアンやインターネットカフェ等のピクトグラムを検討
●温水洗浄便座の使い方案内表示

【磁気ﾙｰﾌﾟｼｽﾃﾑ】

（５）分かりやすい案内表示の推進

【駅係員呼び出しインターホン
による筆談対応】※音声情報を補聴器に

直接送る装置

Vegetarian food

【ピクトグラム】

【デジタルサイネージ】

（４）高機能トイレの
周辺環境整備

【UDタクシー】 【リフト付バス】

●鉄軌道車両のバリアフリー化、リフト付バス、ユニバーサル
デザイン（UD）タクシー等の導入

（３）道路、都市公園、路外駐車場、
建築物のバリアフリー化の推進

出典：TOTOﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

●ロボット技術を活用した
最先端の車いすの開発

※成田・羽田空港ターミナル、主要ターミナル駅、大会競技施設までのルート及び最寄り駅、東京の人気観光スポット及び最寄り駅等を結ぶ連続的なエリアを想定

ホームドアの設置数
2013年度：583駅

→2020年度：約800駅

段差解消率（鉄軌道駅）
2013年度：83％

→2020年度：約100％

リフト付バス等
2013年度：4％

→2020年度：約25％

福祉タクシー車両
2013年度：13,978台

→2020年度：約28,000台

特定道路における
バリアフリー化率
2013年度：83％

→2020年度：約100％

鉄軌道車両
2013年度：60％

→2020年度：約70％

※成田空港・羽田空港ショーケースと
連動して取り組む。

Free Wi-FiInternet cafe

2020年にショーケース化する具体的な成果イメージ

（「産業競争力会議改革2020ＷＧ」第5回資料より抜粋）
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【シーン３】 成田空港・羽田空港ショーケース

（１）空港をゲートウェイとした様々なコンテンツの発信

プロジェクトの主な取組み

【リフト付バス】

【デジタルサイネージ】

（２）ストレスフリーの環境整備

●無料公衆無線LAN環境整備促進
・全国へのWi-Fiスポット拡大
・共通シンボルマークの導入
・利用手続きの簡素化・一元化

●スマホ・タブレット端末等
を用いた多言語音声翻訳
システムの活用

【出典】成田国際空港ホームページ

（４）世界最先端のトイレ

●高機能トイレのショーケース化

【出典】TOTOホームページ

●空港におけるロボット活用に向けた検討

●デジタルサイネージによる待機時間中の情報発信

AIRPORT

●リフト付きバスの導入
に向けた検討

（３）更なるバリアフリー化

●ＵＤタクシーの導入促進

【UDタクシー】【リフト付バス】

（５）鉄道・バスによるアクセスの改善

●より質の高い東京圏の都市鉄道
ネットワークを構築していく観点から、
空港アクセスの改善を図る。

●国家戦略特区の枠組みによる規制
緩和や深夜早朝時間帯におけるバス
アクセスの利便性向上（羽田空港に
おいて平成26年度より実施）等を通
じたバスアクセスの更なる充実を図
る。

※東京ユニバーサルデザインショーケースと連動して取り組む。

●空港からのアクセスルートのバリアフリー化

【駅のホームドア】【エレベーター】

2020年にショーケース化する具体的な成果イメージ

○訪日外国人の受入れ玄関口である国際空港でのおもてなしによる空港ショーケースの実現
○成田空港・羽田空港の利便性・快適性等を向上させることによって、空港としての魅力向上が期待
〇ひいては、その他の国際空港にも波及するように努める。

（「産業競争力会議改革2020ＷＧ」第5回資料より抜粋）
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大会開催時の観客等の輸送確保

34

オリンピック競技大会期間中の日別観客・大会スタッフ輸送需要

（「立候補ファイル」より事務局作成）

立候補ファイルでは、最大約92万人/日の観客・大会スタッフ輸送需要のうち、約78％が鉄道を利用する予定で
あるが、約2,570万人/日が利用する東京の充実した鉄道網を活用することで、大会だけのための新設のインフ
ラ整備を行うことなく、円滑に観客を輸送することができる、とされている。

大会期間中の観客と大会スタッフ数は約1,010万人、
1日当たり最大約92万人と予測している。

（中略）

2020年東京大会では、観客と大会スタッフの移動需
要に100％公共交通機関で対応する予定である。その
内訳は78％が鉄道、18％が臨時バス、4％がその他と
なる予定であり、東京の持つ世界最高水準の鉄道網を
最大限に活用し、効率的に観客と大会スタッフの輸送を
行う。

なお、東京の鉄道網は、1日あたり約2,570万人の乗
客を効率的、便利かつ安全に輸送している。観客と大
会スタッフの輸送需要が東京の鉄道網の輸送量（約
2,570万人/日）に占める割合はわずかであることに加
え、大会期間中は、多くの企業や学校が夏季休暇とな
り、通常の輸送需要はピーク月の５％減となることなど
から、東京は既に十分な輸送力を持つことが分かる。

立候補ファイルにおける大会開催時の輸送需要の位置付け

オリンピックスタジアムパーク
（国立競技場駅・千駄ヶ谷駅周辺）

夢の島
（新木場駅・辰巳駅周辺）

海の森
（東京テレポート駅・テレコムセンター駅周辺）

都内その他地区

皇居周辺
（二重橋前駅周辺）

台場地区
（お台場海浜公園駅周辺）

武蔵野の森
（多磨駅・西調布駅周辺）

東京以外のエリア
（札幌、宮城、さいたま、横浜）

（「立候補ファイル」より引用）

（人/日）



大規模イベント時の輸送対応

 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会のメイン会場の一つである新国立競技場近辺では、観客数５
万人を超えるコンサートの実績があり、周辺各事業者で臨時列車の運行や駅構内の体制の強化等を行い、混
雑対策や遅延対策を実施している。

また、花火大会などの大規模イベント時においても、周辺駅では体制の強化を行い一時的な需要増に対応して
いる。

出典：東京都交通局ＨＰ

【大規模コンサートに伴う臨時列車の運行（都営大江戸線）】 【花火大会に伴う臨時列車の運行（りんかい線）】

出典：東京臨海高速鉄道株式会社ＨＰ

・ は臨時列車

・ は時刻変更・着発線変更
・上記以外の列車は、通常通りの運行

（参考）終着駅が空欄の列車は大崎終点
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新宿駅

東京駅

日比谷線新駅

浜松町駅

山手線新駅

新宿駅

東京駅

日比谷線新駅

浜松町駅

山手線新駅

勝どき駅

新駅の設置

会場までの輸送拠点【駅改良】

空港アクセス改善【駅改良】

凡例

勝どき駅

千駄ヶ谷駅千駄ヶ谷駅

新橋駅新橋駅

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を見据えた
輸送の改善の取組

【競技会場名（予定）】

現在、大会期間中の安全・快適・円滑な移動の確保に向けた新駅の設置や、大規模ターミナルの開発が着実
に推進されている他、会場最寄駅及び乗換駅等の駅改良工事が計画されている。

空港アクセス等については、より質の高い輸送サービスを提供するため、検討を進める。

ターミナル開発【駅改良】

（大会組織委員会ＨＰより事務局作成）

オリンピックスタジアム

東京体育館

国立代々木競技場
日本武道館
皇居外苑

東京国際フォーラム
国技館

有明アリーナ
有明BMXコース

有明ベロドローム
有明体操競技場

有明テニスの森
お台場海浜公園

潮風公園
東京ビッグサイト・ホールA

東京ビッグサイト・ホールB

大井ホッケー競技場

海の森クロスカントリーコース
海の森水上競技場
海の森マウンテンバイクコース

若洲オリンピックマリーナ

葛西臨海公園隣接地に変更
調整中

さいたまスーパーアリーナに変更
夢の島公園

馬事公苑に変更
オリンピックアクアティクスセンター

ウォーターポロアリーナ
武蔵野の森総合スポーツ施設

東京スタジアム
武蔵野の森公園

陸上自衛隊朝霞訓練場

霞ケ関カンツリー倶楽部
札幌ドーム
宮城スタジアム
埼玉スタジアム２００２

横浜国際総合競技場
選手村

IBC/MPC
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2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を見据えた
輸送の改善に係る事業者の取組

【ＪＲ東日本の2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を見据えた取組】

安全かつスムーズ・快適な移動サービスの提供
〇輸送力の増強や会場最寄駅等の設備強化

・ 輸送力確保に向けた東京都・大会組織委員会・他交通事業者等との連携を強化
・ 大会期間中の安全・快適・スムーズな移動の確保に向けた、会場最寄駅及び乗換駅等の駅改良工事

計画の推進（千駄ヶ谷・新橋等）

ターミナル駅開発の推進による東京の魅力向上
○ 品川駅及び新駅を中心としたまちづくり計画と

新宿駅・渋谷駅など大規模ターミナル開発の着実な推進

【田町～品川間新駅イメージ】

【東京メトロの2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を見据えた取組】

 ＪＲ東日本や東京メトロなど鉄道事業者では、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を見据え
て、各種取組を進めている。

東京メトロ“魅力発信”プロジェクト
「東京圏の交通ネットワークの中核」として、東京都・大会組織委員会・他交通事業者とも連携しながら輸送
力確保に取り組むと同時に、競技会場最寄駅等の安全性・サービス水準をより一層向上させ、東京圏の重
要な交通インフラとしての役割を果たしてまいります。

沿線地域との連携、東京を楽しく
～駅は地域の玄関口～
○それぞれの地域の特色を活かした駅改装・改良

・銀座線各駅など、駅ごとのコンセプトに沿った改装・改良の実施
駅に降りた時からまちの雰囲気を感じ、楽しく・快適にご利用いただけます。 【イメージ】

（出典：ＪＲ東日本ＨＰより抜粋）

（出典：東京メトロＨＰより抜粋） 37



東京圏の国際競争力強化の必要性

 首都圏はブラジル、イギリス、イタリアに匹敵する経済規模を有しており、首都圏の域内総生産は国内総生産の約４０%を占めている。
 世界の都市総合ランキングにおいて、東京は第４位となっている。日本全体を牽引する東京圏の国際競争力強化は国家的課題となっ

ている。分野別には、経済、研究・開発分野では世界トップクラスであるが、交通・アクセス分野は１０位となっている。

世界の都市総合ランキング

首都圏の現在の経済力

首都圏と外国の経済規模

38
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出典：「世界の都市総合ランキング」
（2014.10（一財）森記念財団）

出典：「国民経済計算確報」（内閣府）
「県民経済計算」（内閣府）

出典：総務省人口推計、県民経済計算、
平成24年経済センサス活動調査、世界の統計2013



首都圏空港の機能強化の必要性

 首都圏空港については、首都圏の国際競争力の強化、訪日外国人旅行者2000万人の政策目標や2020年東京オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会への万全な対応、アジア等世界の経済成長の国内各地域への波及等のため、更なる機能強化を図ることが必要である。

 また、鉄道や道路等、他モードとも連携し、利用者の視点でアクセス改善に向けて検討することが必要である。

39

首都圏空港の更なる機能強化が必要

成長著しいアジア等世界の成長力取り込み（日本再興戦略等）

日本全国の地域活性化訪日外国人の増加 産業・都市（首都圏）の国際競争力強化

企業立地の促進

・アジアヘッドクォーター特区等総合特区の活用
アジア地域の業務統括拠点等を含む外国
企業を500社以上誘致（東京都）

・国家戦略特区の検討
日本への投資環境の整備

日本経済の再生

外国人旅行者数の増加と
旅行消費額の拡大

2014年（実績）
訪日外国人数 約1,300万人
旅行消費額 約2兆円

日本最大の際内航空ネットワーク

諸外国の成長力を国内各地域に波及

ヒトとモノの交流の活発化 際内間のヒトとモノの交流の活発化

国際線 102都市

2,000万人の早期達成
今後の
目標 国内線 51都市

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の円滑な開催

交通政策審議会航空分科会基本政策部会とりまとめ
「新時代の航空システムのあり方 ～世界のダイナミズムへの扉を開き、日本の明日を育む航空システム～」（平成26年6月6日）

４． 質の高い航空・空港サービスの提供
４．４ 空港アクセスの強化

特に首都圏空港では、更なる機能強化の議論と並行して鉄道や道路等、他モードとも連携し、利用者の視点でアクセス改善に向けて
検討すべきである。

首都圏空港へのアクセス改善が必要

注：就航都市数は、2014年8月時点で就航している都市数



46.4%

27.1%

1.0%

25.5%

鉄道

バス

タクシー

その他

60.9%

22.9%

3.2% 13.0%

鉄道・モノレール

バス

タクシー

その他

首都圏空港への鉄道アクセスの重要性

 空港へのアクセス交通手段は、鉄道、バス、タクシー、自家用車等があるが、大量輸送性や時間信頼性に優れる鉄道のシェアが最も
大きく、空港アクセスにおいて鉄道は重要な役割を担っているため、首都圏空港への鉄道アクセス改善を図ることが重要である。

他のアクセス機関（鉄道とリムジンバスとのサービス比較）

成田空港の鉄道分担率（平成23年度）

40

羽田空港の鉄道分担率（平成23年度）

出典：国際航空旅客動態調査

出典：航空旅客動態調査

地点 交通機関 乗車時間
距離

（鉄道経由）
片道料金

【特急料金含む】

羽
田
空
港
か
ら
各
都
市

（
羽
田
空
港
国
際
線
タ
ー
ミ
ナ
ル
か
ら
）

東京

東京モノレール・JR 20分

17㎞
（モノレール経由）

650円

京急・JR 20分 580円

リムジンバス 55分 930円

新宿
京急・JR 30分

23㎞
610円

リムジンバス 35分 1,230円

横浜
京急 20分

19㎞
450円

リムジンバス 35分 580円

千葉
東京モノレール・JR 55分

57㎞
1,210円

リムジンバス 70分 1,370円

大宮
東京モノレール・JR 50分

47㎞
1,040円

リムジンバス 65分 1,540円

地点 交通機関 乗車時間
距離

（鉄道経由）
片道料金

【特急料金含む】

成
田
空
港
か
ら
各
都
市

（
空
港
第
２
ビ
ル
か
ら
）

東京

京成（スカイライナー）・JR 50分

67㎞
（スカイライナー経由）

2,630円

JR（成田エクスプレス） 55分 2,820円

リムジンバス 60分 3,100円（900円※）

新宿
京成（スカイライナー）・JR 60分

72㎞
2,670円

リムジンバス 85分 3,100円

横浜
京成（スカイライナー）・JR 75分

96㎞
3,020円

リムジンバス 85分 3,600円

千葉
JR（成田線・総武本線） 40分

39㎞
670円

リムジンバス 75分 1,000円

大宮
京成（スカイライナー）・JR 70分

86㎞
2,940円

リムジンバス 95分 2,800円

※ 乗車時間は最短時間。なお、鉄道乗車時間には乗換時間を含まない。
※ 成田・東京間リムジンバスの（ ）内の料金は、LCCバス（東京シャトル）を利用した場合。
出典： 成田国際空港㈱HP、成田空港アクセスガイド、羽田空港国際線旅客ターミナルＨＰ、東京空港交通㈱HP 等
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 成田空港の鉄道アクセスは、昭和５３年の旧成田空港駅（現東成田駅）開業以降、JR・京成の空港ターミナル直下への乗り入れ（平
成３年）、空港第２ビル駅開業（平成４年）、成田スカイアクセス開業（平成２２年）と改善の取り組みが行われてきた。

昭和53年 京成成田空港駅（現東
成田駅）開業
スカイライナー運行開始
（駅～ターミナルまでは
バス連絡）

平成3年 ターミナル直下に（現）成
田空港駅開業
JR成田エクスプレス運行
開始

平成4年 空港第2ビル駅開業

平成22年 成田スカイアクセス開業

5km

京成スカイライナー

JR成田エクスプレス

京成本線特急

出典：国土地理院ホームページ（地形図）

成田空港

日暮里駅

上野駅

東京駅

空港第２ビル駅

成田空港駅

（旧）成田空港駅
（現）東成田駅

（旧）成田空港駅
～空港ターミナル
ビル間バス連絡

成田空港
第２ターミナルビル

成田空港
第１ターミナルビル

京成スカイライナーJR成田エクスプレス

京成本線特急

（旧）京成本線ルート
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都心と成田空港の位置図

成田空港付近の拡大図

成田空港鉄道アクセス改善の経緯
空港発列車の定員と空港駅の乗車人員

※鉄道事業者HP及び時刻表等より鉄道局作成



42

成田空港の鉄道アクセスの改善の経緯②

 成田空港と都心部との間の所要時間は短くなってきており、平成２２年に日暮里・成田空港第２ビル間が３６分となっている。（運輸政
策審議会答申第１９号で定められた目標「国際的な空港と都心部との間の所要時間を３０分台とすることを目指す」）

 鉄道アクセスの利用者数は航空利用者数の増加とともに増加している。また、空港アクセスにおける鉄道のシェアは平成３年度に大
幅に増加した後、平成７年をピークに微減していたが、平成２３年度からは再び増加している。
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注：空港駅は、その年度に空港アクセス駅として営業していた各駅の合計値。 平成２～４年度は、空港駅の乗降客数のデータが存在しないため、前後の数値を直線補間した線を点線で示した。

（年度）

鉄道計
49.3%

出典：都市交通年報、空港管理状況調書
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成田空港/

空港第2ビ
ル

昭和53年（開港） 平成3年 平成4年 平成22年

京成成田空港駅
（現東成田駅）開業

京成・JR成田
空港駅開業

京成・JR空港
第2ビル駅開業

成田スカイ
アクセス開業

東京 - 56分/- 56分/53分 55分/51分

上野 69分/- 63分/- 63分/61分 43分/41分

日暮里 -/- 58分/- 55分/52分 38分/36分

所
要
時
間
の
推
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出典：国土地理院ホームページ（地形図）

羽田空港第2ビル駅

東京モノレール

羽田空港
国内線ターミナル駅

羽田空港
第1ビル駅

羽田空港
国際線ビル駅

羽田空港
国際線
ターミナル駅

京急空港線

（旧） 羽田駅
（現） 天空橋駅

羽田空港国内線
第２ターミナルビル

旧空港
ターミナル

ビル

羽田空港国内線
第１ターミナルビル
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 羽田空港の鉄道アクセスは、昭和３９年の旧ターミナル直結の東京モノレール羽田駅開業以降、モノレール延伸（平成５年）、京急空港
線のターミナル直下乗り入れ（平成１０年）、国際線ターミナル駅開業（平成２２年）と改善の取り組みが行われてきた。

昭和39年 モノレール浜松町駅～（旧）羽田
駅間開業

平成5年 モノレール羽田空港駅延伸開業
京急羽田駅（現天空橋駅）延伸開
業(空港へはモノレールに乗換え）

平成10年 京急羽田空港駅延伸開業

平成19年 モノレール昭和島駅に待避線完成、
空港快速運行開始

平成22年 国際線旅客ターミナルビル新駅開
業

平成24年 京急蒲田駅改良（ホームを2層高
架構造化）供用開始

京急（旧）羽田駅で
モノレールに乗換え

東京モノレール

京急本線
空港線

東京駅

浜松町駅

品川駅

羽田空港

3km
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都心と羽田空港の位置図

羽田空港付近の拡大図

羽田空港鉄道アクセス改善の経緯

※鉄道事業者HP及び時刻表等より鉄道局作成

空港発列車の定員と空港駅の乗車人員

羽田空港国際線
第１ターミナルビル
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 羽田空港と都心部との間の所要時間は短くなってきており、 平成２２年には品川・国際線ターミナル間１３分となった。
 鉄道アクセスの利用者数は航空利用者数の増加とともに増加している。また、空港アクセスにおける鉄道のシェアは、平成５年度までは

増加傾向にあったが、それ以降減少し、平成２３年度で60.9%となっている。
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羽田空港の鉄道アクセスの改善の経緯②

注：空港駅は、その年度に空港アクセス駅として営業していた各駅の合計値。 昭和４８年度は、空港駅の乗降客数のデータが存在しないため、前後の数値を直線補間した線を点線で示した。

（年度）

（年度）

出典：都市交通年報、空港管理状況調書

鉄道計
60.9%

出典：航空旅客動態調査

昭和53年
新東京国際空港
（成田）開港

国内線/

国際線
ターミナル

昭和39年 平成5年 平成10年 平成19年 平成22年

モノレール羽田
（現天空橋）駅開業

モノレール羽田空港駅・京
急羽田（現天空橋）駅開業

京急羽田空港駅開
業

モノレール昭和島駅
待避線完成

国際線旅客ターミナル
ビル開業・駅開業

浜松町 15分/- 18分/- 18分/- 17分/- 17分/15分

品川 -/- 26分/- 15分/- 15分/- 15分/13分
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○海外の主要都市との比較

＜国際空港からビジネス拠点へのアクセスの比較＞

 ビジネス旅客を想定した比較の観点から、各国の国際空港からビジネス拠点への所要時
間、乗換回数、運行頻度を比較。

 ここでは、各国のビジネス拠点を、東京は東京駅（大丸有地区）、ソウルはシンノンヒョン駅
（江南区）、上海は世紀大道駅（浦東新区）、香港は香港駅、シンガポールはシティホール
駅、ロンドンはバンク駅、パリはシャトレ駅、ニューヨークはフルトンストリート駅とした。

 所要時間と乗換回数は、国際空港を10時に出発し、ビジネス拠点に最も早く到達する経路

の所要時間とその経路の乗換回数を整理。また、国際空港からビジネス拠点までの直線
距離についても合わせて整理。

 運行頻度は、国際空港を10時台にビジネス拠点方面に出発する列車の運行本数を整理。
複数の路線が乗り入れている場合は、すべての路線の運行本数を合計。

＜国際空港から広域移動拠点へのアクセスの比較＞

 各国の国際空港から広域移動の拠点となる幹線鉄道駅への所要時間を比較。

 ここでは、長距離の都市間輸送を担う幹線鉄道駅を、成田は上野駅、羽田は品川駅、金浦
はソウル駅、浦東は上海虹橋駅、香港は福田駅、ロンドンの各空港はセントパンクラスイン
ターナショナル駅、オルリーはリヨン駅、ジョン・Ｆ・ケネディはペンシルバニア駅とした。仁
川、虹橋、シャルル・ド・ゴール及びニューアーク・リバティは空港直下に幹線鉄道が乗り入
れる。チャンギは該当する幹線鉄道が無い。

 空港直下に幹線鉄道が乗り入れている場合は０分とした。
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○首都圏空港から主要地点へのアクセス

 訪日外国人を想定し、首都圏空港から各地点へ
の所要時間、乗換回数を整理。

 ここでは、主要地点として、主要な国際ビジネス・
国際観光の目的地、MICE施設、広域的な移動拠
点を選定。

 主要な国際ビジネス・国際観光の目的地は、ビジ
ネス拠点が集積している地点及びJNTOによる
2010年訪日外客訪問地調査による訪問率ランキ
ングにおける上位の地点を選定。

 MICE施設は、JNTOによる2013年国際会議統計

の外国人が参加する国際会議の開催件数及び参
加外国人数が共に多いMICE施設を選定。

 所要時間は、空港駅10時発で各地点に最も早く

到着する経路の所要時間とその経路の乗り換え
回数を整理。（平成２７年２月末時点の時刻表）

 出発駅は、成田空港は空港第２ビル駅、羽田空港
は羽田空港国際線ビル駅又は羽田空港国際線
ターミナル駅とした。

2010年の訪日外国人の訪問率（単位%）

新宿・大久保 34.8

銀座・有楽町・日比谷 28.4

浅草 27.4

大阪市 25.4

京都市 23.6

渋谷 23.3

秋葉原 21.6

原宿・明治神宮・表参道・青山 19.4

皇居 18.9

上野・御徒町・アメ横 17.1

東京タワー 15.9

お台場・有明 14.7

六本木・麻布 14.2

東京駅周辺・丸の内・日本橋 13

品川 10.9

池袋 10.7

名古屋 10.1

箱根 9.2

福岡市 8.5

東京ﾃﾞｨｽﾞﾆｰﾘｿﾞｰﾄ 8.3

訪日外客訪問地調査（JNTO）

2013年国際会議統計（JNTO）

会場名 開催件数 外国人参加者数
パシフィコ横浜 128 14,077

東京大学 44 1,498

国際連合大学 37 1,131

東京ビッグサイト 37 5,400

つくば国際会議場 33 1,459

幕張メッセ 17 2,768

東京国際フォーラム 13 1,742
※開催件数トップ10で外国人参加者数が1000人を超える東京圏の会場を選択
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※ グラフ上の（ ）は当該経路の乗換回数を示す。P45の設定条件による。
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分
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浦東国際空港のトランスラピッド

ロンドン シティ空港

出典：上海トランスラピッドホームページより 出典：シティ空港ホームページより



海外主要都市との比較②
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国際空港から幹線鉄道駅までの所要時間
分
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本/h

※ グラフ上の（ ）は乗入路線数を示す。P45の設定条件による。
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主要な国際ビジネス・国際観光の目的地へのアクセス①
～成田空港～

※平成27年2月末時点時刻表より鉄道局調べ。P46の設定条件による。

 成田空港から都区部周辺の主要な国際ビジネス・国際観光の目的地への所要時間は、４０分～１時間３０分程度である。
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（東京ﾃﾚﾎﾟｰﾄ）
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浅草
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1

都区周辺部の主要な国際ビジネス・国際観光の目的地への所要時間・乗換回数

地点名
所要時分（分）
乗換回数（回）

乗換回数

乗換無し

1回

2回以上

所要時間

凡例

時分
所要時間
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※ グラフ上の（ ）は当該経路の乗換回数を示す

出典：国土地理院ホームページ（地形図）



主要な国際ビジネス・国際観光の目的地へのアクセス①
～羽田空港～

※平成27年2月末時点時刻表より鉄道局調べ。P46の設定条件による。

 羽田空港から都区部周辺の主要な国際ビジネス・国際観光の目的地への所要時間は、１時間以下である。
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都区周辺部の主要な国際ビジネス・国際観光の目的地への所要時間・乗換回数

地点名
所要時分（分）
乗換回数（回）
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凡例
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※ グラフ上の（ ）は当該経路の乗換回数を示す

出典：国土地理院ホームページ（地形図）



 成田空港から東京圏周辺部の国際ビジネス・国際観光の目的地への所要時間は２時間程度以下である。

52

※平成27年2月末時点時刻表より鉄道局調べ。P46の設定条件による。
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千葉
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0

地点名
所要時分（分）
乗換回数（回）

乗換回数

乗換無し

1回

2回以上

所要時間

40分未満

40分以上
60分未満

凡例

東京圏周辺部の国際ビジネス・国際観光の目的地への所要時間・乗換回数

90分以上

60分以上
90分未満

つくば国際戦
略総合特区

京浜臨海部ライフ
イノベーション国際
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所要時間
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※ グラフ上の（ ）は当該経路の乗換回数を示す

出典：国土地理院ホームページ（地形図）

主要な国際ビジネス・国際観光の目的地へのアクセス②
～成田空港～

国家戦略
特区
国際戦略
総合特区



 羽田空港から東京圏周辺部の国際ビジネス・国際観光の目的地への所要時間は１時間３０分程度以下である。
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※平成27年2月末時点時刻表より鉄道局調べ。P46の設定条件による。
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東京圏周辺部の国際ビジネス・国際観光の目的地への所要時間・乗換回数
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京浜臨海部ライフ
イノベーション国際
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国家戦略
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凡例

90分以上

60分以上
90分未満

※ グラフ上の（ ）は当該経路の乗換回数を示す

出典：国土地理院ホームページ（地形図）

主要な国際ビジネス・国際観光の目的地へのアクセス②
～羽田空港～

国際戦略
総合特区



MICE施設へのアクセス ～成田空港～

 成田空港から主なMICE施設への所要時間は１時間～１時間４０分程度である。
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90分以上

60分以上
90分未満

所要時間
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（国際展示場）

89
2

東京大学
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※ グラフ上の（ ）は当該経路の乗換回数を示す

※平成27年2月末時点時刻表より鉄道局調べ。P46の設定条件による。

出典：国土地理院ホームページ（地形図）



MICE施設へのアクセス ～羽田空港～

 羽田空港から主なMICE施設への所要時間は、つくば国際会議場、幕張メッセ以外は４５分程度以下である。

55

パシフィコ横浜
（みなとみらい）

35
2

地点名
所要時分（分）
乗換回数（回）

乗換回数

乗換無し

1回

2回以上

所要時間

40分未満

40分以上
60分未満

凡例

MICE施設への所要時間・乗換回数

90分以上

60分以上
90分未満

所要時間

時分

つくば国際
会議場
（つくば）

82
2

幕張メッセ
（海浜幕張）

71
2

東京ビッグサイト
（国際展示場）

30
1

東京大学
（本郷三丁目）

45
2

東京国際
フォーラム
（有楽町）

28
1

国際連合大学
（表参道）

43
3

0:00

0:15

0:30

0:45

1:00

1:15

1:30

1:45

2:00

パ
シ

フ
ィ

コ
横

浜

東
京

大
学

国
際

連
合

大
学

東
京

ビ
ッ

グ
サ

イ
ト

つ
く
ば

国
際

会
議

場

幕
張

メ
ッ

セ

東
京

国
際

フ
ォ

ー
ラ

ム

(2)
(1) (1)

(2)
(2)

(3)(2)

※ グラフ上の（ ）は当該経路の乗換回数を示す

※平成27年2月末時点時刻表より鉄道局調べ。P46の設定条件による。

出典：国土地理院ホームページ（地形図）



広域的な移動の拠点へのアクセス ～成田空港～

 成田空港から新幹線・リニアのターミナルとなる東京・品川へは１時間程度、羽田空港へは１時間３０分程度となっている。
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※ グラフ上の（ ）は当該経路の乗換回数を示す

※平成27年2月末時点時刻表より鉄道局調べ。P46の設定条件による。

出典：国土地理院ホームページ（地形図）



広域的な移動の拠点へのアクセス ～羽田空港～

 羽田空港から新幹線のターミナルである東京へは３０分程度、リニアのターミナルとなる品川へは２０分程度である。
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広域的な移動の拠点への所要時間・乗換回数

所要時間
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所要時分（分）
乗換回数（回）

乗換回数

乗換無し

1回

2回以上

所要時間

40分未満

40分以上
60分未満

凡例

90分以上

60分以上
90分未満

※ グラフ上の（ ）は当該経路の乗換回数を示す

※平成27年2月末時点時刻表より鉄道局調べ。P46の設定条件による。

出典：国土地理院ホームページ（地形図）



３．小委員会におけるその他検討状況について



（１）駅空間・防災のあり方



駅空間・防災ワーキング・グループ中間とりまとめ ～みんなで駅を良くしていこう～

１．駅をめぐる社会経済の状況

（１）超高齢社会の到来等への対応
○ユニバーサル社会の実現や少子化対
策の観点からもバリアフリー化推進への
期待

○地域の高齢化への対応が必要

（２）観光立国の推進
○2013年に初めて訪日外国人旅行者数

が1千万人を突破（2014年は1,341万
人）

○「観光立国実現に向けたアクション・プ
ログラム2014」をとりまとめ（2014年6

月）、2千万人を目標
○将来の需要増に対応した受入環境整

備が必要
○「多言語対応ガイドライン」の策定

（2014年3月）

（３）2020年オリンピック・パラリンピッ
ク東京大会

○2013年9月、2020年オリンピック・パラ
リンピック東京大会の開催決定

○大会競技会場周辺や公共交通機関を
中心とした、さらなるバリアフリー化及び
外国人対応を推進し、将来の社会への
レガシーとして残すことが必要

（４）都市の国際競争力の向上
○国家戦略特区や特定都市再生緊急整

備地域の指定など、東京を中心とする
大都市の国際競争力の向上に向けた
取組

（５）防災・災害対策
○首都直下地震・南海トラフ地震発生の

懸念
○浸水対策等、災害への対応の必要性
○発災時の帰宅困難者対策の重要性

２．鉄道駅における現状と課題

（２）全般的な現状認識と課題
①シームレス空間の充実に向けた関係者連携の不足

○各鉄道事業者が個別に駅空間を形成してきた結果、段差の存在、分かりづらいサイン表示、
異なるサインシステム

○日本の玄関口たる空港駅では空港ターミナルや都心乗換駅とのシームレス化が必要
○鉄道側とまち側とのシームレス化に向けた関係者連携の不足
○駅をめぐる関係者を束ねる司令塔が不在、駅をめぐる関係者認識の不一致

②駅における接遇を担う人材不足の恐れ
○今後のバリアフリー対応や外国人対応の接遇ニーズ増大への対応が必要

（３）個別的な事項についての現状と課題
①バリアフリー

○平成25年度末現在、段差解消率は全国で83％、一都三県で88％
○平成26年9月末現在、593駅にホームドアを設置
○2020年の目標達成に向け、バリアフリー化の推進に当たっては、国・地方公共団体・鉄道事業

者が三位一体となった推進が必要
○ホームドア整備の高コスト、異なる扉位置への対応が必要であり、技術開発が進行中
○駅員対応等のソフト面の取組のさらなる充実が必要

②外国人対応
○無料公衆無線LAN環境の整備は進んでいるが、訪日外国人旅行者からは利用手続きの簡素

化・一元化が求められている
○標識等による多言語案内の改善が必要
○異常運行時の情報提供の多言語化が不十分

③駅空間の高品質化
○利用者にとって心地よく利用しやすいデザイン性と十分な機能性の２つの視点が必要
○保育所等の生活支援機能の付加が進展する一方、駅空間の快適性が不十分
○都市開発が進む一方、駅改良が進まずボトルネックが生じている状況を改善することが必要
○駅とまちの一体感の確保も重要 （駅周辺における自由通路確保、駅と周辺地域とのデザイン

などの調和等）
○概成されたネットワークを活用してポテンシャルを発揮することに貢献するために、交通ネット

ワークのノード（節）として、交通結節機能の強化が求められる
④防災・災害対策

○首都直下地震又は南海トラフ地震で震度6強以上が想定される地域等の乗降客１万人/日の
駅の耐震化を推進（平成26年度末現在、耐震化率は全国で91％、都内で95％）

○浸水被害が想定される地下駅の浸水対策を新規に支援
○外国人を含めた帰宅困難者への情報伝達体制の構築は不十分

（１）鉄道駅の役割
・鉄道駅は、交通ネットワークのノード（節）であり、鉄道利用者に鉄道サービスを提供する拠点である
・我が国の鉄道事業者は、採算性を確保しつつ、利用者利便向上及び安全確保に取り組み、一定の成果を上げてきたが、2020年オリン

ピッ ク・パラリンピックを見据え、次の段階へ移行することが必要
⇒「駅における主役である鉄道利用者の更なるシームレスな移動の実現」

・また、鉄道駅は、人々が集う、まちの賑わい拠点であり、「まちの顔」として、快適で初めて利用する者にも直感的に分かりやすく安全で
ほっとできる公共的空間であるとともに情報拠点であることが期待される

・これらの役割を果たすためには、課題解決に当たり鉄道事業者のみならず地方公共団体をはじめとする関係者の行動が不可欠

◎先進事例・好事例

○成田空港では、空港アクセス交通機関に関
する情報、施設改良、災害対応等における
シームレス化に向けて関係者の連携を開始

○羽田空港の国際線ターミナルでは、鉄道駅に
おいても、改札付近やホーム上に外国人対応
が可能な係員を相当な人数配置

○渋谷駅では、鉄道駅周辺開発や鉄道駅改良
事業とあいまって、交通結節点の機能強化の
みならず、案内サインの検討や帰宅困難者対
策等の幅広い取組が鉄道駅周辺民間事業者
も含めた「渋谷駅前エリアマネジメント協議会」
において検討中

○新宿駅では、東京都が主導して鉄道事業者を
含む各施設管理者の垣根を越えた分かりやす
い案内表記を実現するための取組が進められ
ようとしているところ

○池袋駅では、改札外コンコースにおける出口
名称や優先する通路の方角軸について関係者
間認識の共有化を図ろうとする取組を実施

○東京駅丸の内側の地下空間では、選択肢とし
て照度に差を設けるなどにより案内サインを目
に付きやすくすること等について検討中

○虎ノ門エリアでは、再開発ビルの整備に合わ
せて、新駅、バスターミナル及びこれらと既存
駅を結節する通路を整備すると行った事業ス
キームが採用されているところ

○高尾山口駅では、地元地方公共団体と連携
し、観光拠点駅にふさわしい、ゆとりのある歩行
者広場を設けるとともに、交通広場を隣接整備
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目前に迫っている2020年オリンピック・パラリンピック東京大会に対応するため、まずは以下の取組を成田空港や羽田空港国際線ターミナルの駅（インターナショ
ナル・ゲートウェイ・ポイント）、都心部における空港アクセス乗換駅（インターナショナル・トランジット・ポイント）、2020年オリンピック・パラリンピック
競技会場関連駅、観光拠点駅等から順次早急に行うべき。

（１）「みんなで駅マネ」の推進 →

超高齢社会に対応するとともに、今後も増大する航空需要、リニア中央新幹線開業、2020年オリンピック・パラリンピック東京大会後のレガシーの活用等を見据え、東京圏の都市
の国際競争力の向上への貢献や地域の高齢化への対応のための駅空間の高品質化のあり方、鉄道駅のみならず沿線を含めた総合的な防災対策のあり方などについては、「みんな
で駅マネ」の実効性の確保方策や駅の属性を踏まえた指標に関する検討の深度化とともに、最終とりまとめまでに引き続き検討

３．2020年までに早急に取り組むべき対策の方向性

鉄道駅をめぐっては、さまざまな課題

③鉄道利用者等参画の推進
○バリアフリー対応や外国人対応の接遇に
ついての「街なか観光案内」との連携、鉄
道事業者社員OBの参画検討、鉄道利用
者が接遇を補完する機運の醸成が重要
→介助、案内、声かけといった接遇への参

画について、行政と鉄道事業者が連携
した上で、若年層をはじめ全ての世代
への啓発活動が必要であり、学校教育
との連携の更なる充実強化が必要

→行政による顕賞も有効
○遅延などの運行情報等を関係者間で共

有する仕組みづくりを期待
○なお、このような取組が進展すれば、東京

圏の近郊等でも見られる無人駅における
駅マネジメントのあり方の参考事例になる
ことも期待

○非常用停止ボタンの使用など、鉄道利用
者による安全性向上への参画も期待

②駅の特性把握の推進
○鉄道事業者だけではなく地方公共団体が対応すべきものも含めて各駅の様々な取組の進捗状況を「見える化」するために指標の設定を検討

→海外駅との比較も可能な形で、各駅の「強み」「弱み」を明確化（駅のカルテづくり）

①課題共有・調整の場の設置・活用
○まずはインターナショナル・ゲートウェイ・ポイント及び都心部におけるインターナショナル・トランジット・ポイントにおいて駅及び駅周辺の関係者が一堂に

会して課題を共有化し調整を図る場を設置、既存の枠組みが存在する場合にはそれを活用
→ ・利用者ニーズの共有化 ・鉄道事業者ごとに提供する情報の統合 ・連続性を確保するためのサイン掲示に関するルールづくり

・サインと広告との分離ルールづくり ・案内所やデジタルサイネージの最適配置計画 ・円滑な旅客流動を確保するための施設改良計画
・災害の種類に応じた避難計画策定、合同避難訓練の実施

→持続可能なＰＤＣＡサイクルを実施しながら、構成員（行政、交通事業者、道路管理者、駅ビル管理者、地下街管理者等）も必要に応じて適宜追加しなが
ら可能な限り2020年を見据えて取組

→広告収入の活用も選択肢
→利用者ニーズの共有化に当たっては、留学生等の外国人によるモニター調査等の実施も有効（駅空間高品質化モニター事業）

○国際競争力の向上が期待される地区の拠点駅においては、まちづくりの観点から地方公共団体が主導的な役割を果たすことが期待されるが、インターナ
ショナル・ゲートウェイ・ポイントにおいては国が主導的な役割を果たすことも期待

○一方、鉄道事業者においても行政に対して、このような場の設置を働きかける等の積極的な関与が期待される
○関係者連携の実効性が上がるよう、関係各者が保有する旅客流動データなどのビッグデータの活用方策の検討については国も積極的に関わるべきであ

り、必要がある場合には、まちづくりとの連携強化を含めた法的な枠組みの検討も行われるべき

（２）更なるバリアフリー化の推進
○2020年までのバリアフリー化目標の達成及びアクセシビリティ・ガイドラインへの

十分な対応に対する支援の維持・拡充
○要因に応じて隣接ビルのエレベーターの運用時間の延長を検討したり、地方公

共団体の理解を促進したりすることも必要（バリアフリー未達成駅の棚卸しプロ
ジェクトの促進）

○ホームと車両の段差・隙間解消
○地方公共団体におけるホームドアへの支援制度の拡充
○業界挙げての駅係員教育の充実
○ハンドル型電動車いすや補助犬に係る運用改善
○事業者横断的な介助予約連絡体制の強化、「らくらくおでかけネット」の多言語化

（３）更なる外国人対応の推進
○無料公衆無線LAN環境の事業者間の認証一元化の実現や空港アクセス鉄道等

の車両への展開
○文字盤拡大や真に多言語化が必要となる表記の特定を含めた多言語対応

○異常運行時の音声を含めた多言語での情報提供の手法の検討、非常時等の情
報提供のための対訳語の活用・充実

○業界挙げての駅係員教育の充実

○東京圏の都市構造が理解しやすいように方面別ターミナルや駅間距離を明確に
した地図作成、外国人対応が可能な案内所や駅のナンバリングの整備

（４）更なる駅空間の高品質化
①サイン見直しマネジメントの導入
○今後、2020年オリンピック・パラリンピック東京大会組織委員会において検討がなされることが想定されるサイン
統一化及びアクセシビリティ・ガイドライン対応への協力

○これに加え、分かりやすいサインシステム構築のため、
▶案内表示の情報内容の簡潔さ（過剰になっていないかなど）
▶表現様式（案内標識の統一感の確保、 カラーリングなど）
▶掲出位置（案内標識の視認の連続性の確保、案内標識と広告の混在回避、駅出入口への

地図の設置促進）の観点から、現状の検証と各鉄道事業者のコーポレートカラー等の特色
にも配慮しつつ必要な改善

○以上のマネジメントを行う際には、平時の案内のあり方だけではなく、災害発生時を想定した
案内表示のあり方も検討されるべき

②動線デザインプロジェクトの推進
○2020年オリンピック・パラリンピック開催時の滞留も含めた流動予測を踏まえた所要の動 線を確保する
とともに、駅空間の分かりやすさを確保する観点から所要の空間改良も検討

○成田空港の空港第2ビル駅の「二重改札」については早急な解消に向けて国も含めた幅広い関係者に
おいて精力的な検討がなされることを期待

○ICTを活用した歩行者移動支援サービスの一層の普及促進、構内図作成も期待
○駅空間の快適性及びデザイン性の向上が図られることを期待
○これらの検討に当たっても、駅構内のみならず、駅前広場や隣接商業施設等との連携が考慮されるべき

（５）防災・災害対策
の高度化

○耐震補強への支援予算の確保と
ともに、地方公共団体に引き続き
働きかけ

○地下街やビルの管理者等と連携
した、地下空間全体における浸水
対策の検討が必要

○各鉄道事業者が取り組んでいる
先進的な取組について情報発信を
行うことを検討

○災害発生時の外国人を含めた鉄
道利用者に対する案内体制の整
備とともに、地方公共団体において
は一時滞在施設に係る鉄道事業
者との協力体制構築・情報共有も
必要

○駅ナカビジネスを災害時の 物資
提供拠点として活用することも検討

・個別駅毎に地方公共団体等の主導により関係鉄道事業者さらには必要に応じて鉄道駅周辺の施設管理者が一堂に会する場において、見える化した課題を共有した上でPDCAサイ

クルを実施しながら鉄道駅に係る課題を解決していくこととあいまって、鉄道利用者や市民が鉄道駅における接遇や安全性向上に参画していくという「みんなで駅マネ（マネジメント）」
を進めていくことが最も重要なことであると考えられる。
・このような取組の枠組みそのものが、2020年オリンピック・パラリンピックのレガシーになることが期待される。
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「みんなで駅マネ」の考え方

◎鉄道サービス提供の拠点としての視点 ◎まちの拠点としての視点

鉄道事業者

・鉄道利用者の
利便性向上、
安全確保

・バリアフリー化
・外国人対応
・サイン見直し
・動線見直し

《利用者、市民》
・介助、案内、安全性向上への参画

運行情報
の統合

【従来】

鉄道事業者 利用者 自治体

自治体

・自由通路整備

等

課題共有・調整の場

・災害時対応
・パブリックスペースの

創出
・空間の快適性の向上

・個別駅毎に地方公共団体等の主導により関係鉄道事業者さらには必要に応じて鉄道駅周辺の施設管理者が一堂に会する場
において、見える化した課題を共有した上でPDCAサイクルを実施しながら鉄道駅に係る課題を解決していくこととあいまって、
鉄道利用者や市民が鉄道駅における接遇や安全性向上に参画していくという「みんなで駅マネ（マネジメント）」を進めていくこと
が最も重要なことであると考えられる。
・このような取組の枠組みそのものが、2020年オリンピック・パラリンピックのレガシーになることが期待される。
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鉄道駅の分類の考え方

１．空港駅
○空港の最寄り駅

（１）国際線ターミナル駅（インターナショナル・ゲートウェイ・ポイント） → 成田空港駅、羽田空港国際線ターミナル駅等
（２）国内線ターミナル駅 → 羽田空港国内線ターミナル駅

２．空港アクセス乗換駅（インターナショナル・トランジット・ポイント）
○①成田空港、羽田空港から乗換なしで行ける、かつ、②他路線（自社の他路線含む）へ乗換ができる駅

なお、成田空港からは、スカイライナー、成田エクスプレス、羽田空港からは、東京モノレール（空港快速）、
京浜急行（エアポート快特及び快特（横浜方面に限る））を利用した場合。

→ 東京駅、品川駅、浜松町駅、新宿駅、横浜駅、大宮駅等

３．オリンピック・パラリンピック会場関連駅
○オリンピック・パラリンピックの大規模会場最寄り駅又は乗換駅の性格を帯びる駅

→ 千駄ヶ谷駅、信濃町駅、外苑前駅等

４．都市再生拠点駅
○世界で一番ビジネスがしやすい環境を創出するため国が指定した特定都市再生緊急整備地域内にある駅

→ 東京駅、新宿駅、品川駅、新橋駅、浜松町駅、渋谷駅、横浜駅等

５．都心部周辺拠点駅
○東京23区外に所在する利用者数（当該駅の全事業者の合計）20万人／日以上の駅

→ 横浜駅、大宮駅、西船橋駅、町田駅、川越駅等

６．観光拠点駅
○ミシュラン３つ星、２つ星地域（固有の施設等を除く）の拠点駅

→ 高尾山口駅、鎌倉駅、上野駅、新宿駅、浅草駅、銀座駅

７．生活拠点駅
○１．～６．以外の駅
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凡例

空港駅

インターナショナル・トランジット・ポイント駅

空港駅とインターナショナル・トランジット・ポイント駅
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駅空間の高品質化に向けたベストプラクティス

【大容量のエレベーター】 【ホームドア、可動ステップ】

バリアフリー

京急 羽田空港国際線ターミナル駅

京成 空港第2ビル駅

京急 羽田空港国際線ターミナル駅

東京モノレール 羽田空港国際線ビル駅

30人乗りEVが上下線ホームで計7基

24人乗りEV

可動ステップ

ホームドアと連動した可動ステップ
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【視認しやすい表示】 【他社線の案内】
成田空港

主要な案内先を大きく表示

東京メトロ 上野駅
京成 上野駅

自社敷地で乗換他社のデザイン
による情報を表示

【表示の統一】

デ
ザ
イ
ン
統
一
後

東京メトロ・都交 市ヶ谷駅
横浜駅

市主導で横浜駅に乗り入れてい
る鉄道事業者6社と協働し、駅構
内の案内サインを統一。

東京メトロ 都交
デ
ザ
イ
ン
統
一
前

都交・国立競技場前駅

壁一面の大きな運賃表

案 内
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【多言語表記】

【案内係による有人対応】

京急 羽田空港国際線ターミナル駅 京急 羽田空港国際線ターミナル駅 東京モノレール 羽田空港国際線ビル駅

日本語のサイズが大きい駅名表示と英語のサイズが大きい駅名表
示を交互に配置

日本語より英語の方が大きい運賃表

上段左よりJR東日本 空港第2ビル駅、京成 空港第2ビル駅、東京モノレール
羽田空港国際線ビル駅、京急 羽田空港国際線ターミナル駅
下段左より東京モノレール 羽田空港国際線ビル駅、東急・東京メトロ 渋谷駅

外国人対応
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【情報提供】
京急 羽田空港国際線ターミナル駅 東京モノレール 羽田空港国際線ビル駅

無料WI-FIの自動ID発券器
デジタルサイネージにより観光情報等を多言語で提供
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【シームレスな空間】 【カートの持ち込み】

【休憩施設】

羽田空港国際線ターミナル
（空港ターミナルから京急改札方向） （東京モノレール改札から空港ターミナル方向）

空港到着ロビ－と鉄道改札が同フロアで接続

京急 羽田空港国際線ターミナル駅

荷物カートをホームまで持ち込み可能

JR東日本 空港第2ビル駅

ホームに待合室を設置

東京モノレール 羽田空港国際線ビル駅

空間の高品質化
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（２）遅延対策のあり方



輸送障害の発生状況について

 全鉄軌道事業者の輸送障害（事故以外の原因で30分以上の遅れが発生したもの等）は近年増加傾
向にある。

 原因をみると、部外（動物の侵入、線路立ち入り等、事業者以外に原因のある遅延）と災害（風水害、
雪害、地震）を原因とするものが増加している。ただし、部外原因のうち最も数の多い自殺については
ほぼ横ばいである。

567 652 830 807
601

878 885 1,005
810 969 1,088 1,099 1,285

982 980 1,134

1,906 1,688

1,339
1,353

1,416

1,292

1,718

1,911
2,014

1,729

384
435

477 560
636

682 742
843

824
828

898 905
925

949 1,096

1,362

1,352
1,542

1,477 1,564

1,472

1,593

1,806

1,851

2,231

2,044

932
1,034

1,171 1,241 1,337

1,404
1,422

1,488
1,352 1,410

1,323

1,533

1,502

1,450
1,471

1,432

1,547

1,971

1,605

1,442

1,303
1,269

1,395

1,518

1,638

1,566

1,883
2,121

2,478
2,608 2,574

2,964 3,049

3,336

2,986
3,207 3,309

3,537
3,712

3,381
3,547

3,928

4,805

5,201

4,421
4,359

4,191
4,154

4,919

5,280

5,883

5,339

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

S63 H1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

（件）

（年度）

部内原因

部外原因

災害原因

【輸送障害件数の推移】

【列車走行キロ（百万キロ）あたりの輸送障害の件数の推移】

（※）鉄道事故等報告規則は、平成18年度に改正され、スト・工事等による運休で、事前周知をしたものについ
ては、報告の対象から除外となったため、平成１８年度で一度減少している。しかしながら、平成１９年度か
ら平成２５年度までの推移を見ると、輸送障害は増加の傾向。

鉄道

係員
295

車両 841

施設 430

自殺 605

動物
465

その他
974

風水害
858

雪害 336

地震 56

その他
479

災害原因
（約３２％）

部外原因
（約３８％）

部内原因
（約２９％）

【輸送障害の内訳】（Ｈ２５年度）
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３０分以下（３分以上）の遅延の発生状況について

【対象路線・対象事業者】 ○１０事業者、１９路線２３区間
【対象期間】 ○平成２５年１１月の平日（２０日間）の朝ラッシュ時（最混雑時間帯を含む前後２時間）

＜状 況＞
①主要１９路線では、３分以上の遅延の発生状況を調査したところ、遅延が、調査期間２
０日間中、平均１３日で発生（約２／３）

②このうち、３分～10分未満の遅延が全体の約８６％となっている。
③天候の影響として、雨の日は、晴れの日より、遅延が増大

＜要 因＞
①部内、部外の別では、部外要因が９４％、部内要因が６％
②部外要因の中でも、混雑・混雑を背景としたドア挟み（計４７％）、急病人（１２％）、線路

支障（落とし物等）（６％）など、利用者に起因する遅延が約７割を占めている。

赤枠内：利用者に起因する遅延

※原因は、「不明」であるものの混雑によるものと推定できるものも含まれる。

※
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５分以上の遅延で発行する遅延証明書の発行状況について

 平日の２／３以上の日で遅延が発生している路線が、全５１路線中１６路線（約30％）ある。
 これらの慢性的な遅延は、３事業者（ＪＲ東日本、東京メトロ、東京都交通局）に集中している。
 東京メトロ、東京都交通局で遅延が慢性化している路線は、郊外から直通運転を実施している路線

であり、相互直通運転により遅延が拡大していることがうかがえる。

事業者名 路線名 発行日数 発行割合 時間帯

京王線 8 40%
井の頭線 4 20%

小田急 小田急線 7 35% 初電～10：00

東横線 7 35%
目黒線 5 25%
田園都市線 11 55%
大井町線 4 20%
池上線 5 25%
東急多摩線 1 5%
世田谷線 2 10%
こどもの国線 0 0%
品川～横浜 2 10%
空港線内 0 0%

相鉄 相鉄線 3 15% 7:00～9:30

銀座線 9 45%
丸ノ内線 9 45%
日比谷線 9 45%
東西線 15 75%
千代田線 19 95%
有楽町線 13 65%
半蔵門線 20 100%
南北線 17 85%
副都心線 14 70%
浅草線 5 25%
三田線 15 75%
新宿線 6 30%
大江戸線 4 20%

東京メトロ 7:00～10:00

東京都交通局 7:00～10:00

京王 初電～10：00

東急 初電～10:00

京急 初電～9:00

事業者名 路線名 発行日数 発行割合 時間帯

山手線（全線） 18 90%
京浜東北線・根岸線（大宮～大船） 17 85%
中央快速線・中央本線（東京～甲府） 17 85%
東海道線（東京～湯河原） 16 80%
横須賀線・総武快速線（大船～東京～稲毛） 17 85%
宇都宮線・高崎線（上野～那須塩原・神保原） 17 85%
中央・総武線各駅停車（三鷹～千葉） 16 80%
埼京線・川越線（大崎～新宿～武蔵高萩） 16 80%
常磐快速線・常磐線（上野～羽鳥） 9 45%
常磐線各駅停車（綾瀬～取手） 13 65%
南武線（川崎～立川） 6 30%
横浜線（東神奈川～八王子） 5 25%
相模線（茅ヶ崎～橋本） 0 0%
武蔵野線（府中本町～西船橋） 10 50%
青梅線（西立川駅発車時の遅れ） 6 30%
京葉線（東京駅発着時の遅れ） 8 40%
伊勢崎線 7 35%
日光線 5 25%
野田線 1 5%
東上線 9 45%
越生線 3 15%
池袋線 9 45%
新宿線 8 40%

京成 本線、その他 - 初電～10:00

ＪＲ東日本 7：00～11：00

東武 7：00～9：00

西武 初電～9:00

※首都圏１１事業者５１路線の平成２５年１１月の平日２０日間における遅延証明書の発行状況
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0.000 0.001 0.002 0.003 0.004 0.005 0.006

JR 埼京線・川越線(大崎-武蔵高萩)

JR 横須賀線・総武快速線(大船-稲毛)

JR 東海道線(東京-湯河原)

JR 宇都宮線・高崎線（上野-那須塩原･神保原)

JR 中央快速線・中央本線(東京-甲府)

JR 中央・総武線各駅停車(三鷹-千葉)

JR 山手線

JR 京浜東北線・根岸線

東京メトロ 有楽町線

東京メトロ 半蔵門線

東京メトロ 千代田線

小田急 小田原線(支線含む)

JR 常磐快速線・常磐線(上野-羽鳥)

東京メトロ 南北線

東京メトロ 副都心線

東急 東横線

JR 青梅線

東京メトロ 丸ノ内線

東急 田園都市線

JR 常磐線各駅停車(綾瀬-取手)

東京メトロ 東西線

西武 池袋線(支線含む)

西武 新宿線(支線含む)

JR 武蔵野線(府中本町-西船橋)

JR 南武線(川崎-立川)

東武 東上線

京王 京王線(支線含む)

東急 池上線

JR 京葉線

東武 伊勢崎線

東急 目黒線

都営 三田線

都営 新宿線

東京メトロ 日比谷線

JR 横浜線(東神奈川-八王子)

都営 浅草線

東武 野田線

京成 本線(支線含む)

都営 大江戸線

京王 井の頭線

東急 多摩川線

相鉄 本線・いずみ野線

京急 本線(空港線除く支線含む)

東京メトロ 銀座線

東急 大井町線

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5

JR 埼京線・川越線(大崎-武蔵高萩)

JR 横須賀線・総武快速線(大船-稲毛)

JR 東海道線(東京-湯河原)

JR 宇都宮線・高崎線（上野-那須塩原･神保原)

JR 中央快速線・中央本線(東京-甲府)

JR 中央・総武線各駅停車(三鷹-千葉)

JR 山手線

JR 京浜東北線・根岸線

東京メトロ 有楽町線

東京メトロ 半蔵門線

東京メトロ 千代田線

小田急 小田原線(支線含む)

JR 常磐快速線・常磐線(上野-羽鳥)

東京メトロ 南北線

東京メトロ 副都心線

東急 東横線

JR 青梅線

東京メトロ 丸ノ内線

東急 田園都市線

JR 常磐線各駅停車(綾瀬-取手)

東京メトロ 東西線

西武 池袋線(支線含む)

西武 新宿線(支線含む)

JR 武蔵野線(府中本町-西船橋)

JR 南武線(川崎-立川)

東武 東上線

京王 京王線(支線含む)

東急 池上線

JR 京葉線

東武 伊勢崎線

東急 目黒線

都営 三田線

都営 新宿線

東京メトロ 日比谷線

JR 横浜線(東神奈川-八王子)

都営 浅草線

東武 野田線

京成 本線(支線含む)

都営 大江戸線

京王 井の頭線

東急 多摩川線

相鉄 本線・いずみ野線

京急 本線(空港線除く支線含む)

東京メトロ 銀座線

東急 大井町線

遅延発生回数/（営業キロ×列車本数）
［1週間（平日5日間）当たり］

注１） 各社HPに掲載の遅延証明書をもとに整理（10分以上の遅延を対象）
注２） 2014年9月1日～2014年12月26日（平日78日間）の統計データを1週間（平日5日間）当たりに換算
注３） 平日始発～10時を対象（JR：7～11時、西武･東急：始発～9時）

注４） 赤表示路線は相互直通運転実施路線（英字：路線のペアリング）を示す
注５） 各路線の営業キロは遅延証明書掲載サービスの対象区間
注６） 各路線の列車本数は最混雑区間1時間当たりの列車本数（平成25年度：数字でみる鉄道2014）

No
営業キロ

(km)

列車本数
(本/h)

1 63.9 19 

2 85.3 19 

3 99.1 19 

4 214.1 15 

5 134.1 30 

6 60.2 26 

7 34.5 24 

8 81.2 26 

9 28.3 24 

10 16.8 28 

11 24.0 29 

12 120.5 29 

13 88.7 19 

14 21.3 17 

15 11.9 18 

16 24.2 24 

17 37.2 16 

18 27.4 32 

19 31.5 29 

20 29.7 24 

21 30.8 27 

22 87.4 24 

23 89.2 26 

24 71.8 15 

25 35.5 25 

26 40.6 24 

27 72.0 30 

28 10.9 22 

29 54.3 22 

30 52.1 40 

31 11.9 24 

32 26.5 18 

33 23.5 16 

34 20.3 28 

35 42.6 19 

36 18.3 23 

37 62.7 11 

38 102.4 24 

39 40.7 20 

40 12.7 29 

41 5.6 20 

42 35.9 27 

43 80.5 27 

44 14.3 30 

45 12.4 20 

0.000 0.001 0.002 0.003 0.004 0.005 0.006

JR 埼京線・川越線(大崎-武蔵高萩)

JR 横須賀線・総武快速線(大船-稲毛)

JR 東海道線(東京-湯河原)

JR 宇都宮線・高崎線（上野-那須塩原･神保原)

JR 中央快速線・中央本線(東京-甲府)

JR 中央・総武線各駅停車(三鷹-千葉)

JR 山手線

JR 京浜東北線・根岸線

東京メトロ 有楽町線

東京メトロ 半蔵門線

東京メトロ 千代田線

小田急 小田原線(支線含む)

JR 常磐快速線・常磐線(上野-羽鳥)

JR 青梅線

東京メトロ 丸ノ内線

東京メトロ 南北線

東京メトロ 副都心線

東急 東横線

東急 田園都市線

JR 常磐線各駅停車(綾瀬-取手)

東京メトロ 東西線

西武 池袋線(支線含む)

西武 新宿線(支線含む)

JR 南武線(川崎-立川)

JR 武蔵野線(府中本町-西船橋)

東武 東上線

京王 京王線(支線含む)

東急 池上線

JR 京葉線

東武 伊勢崎線

東急 目黒線

都営 三田線

都営 新宿線

東京メトロ 日比谷線

JR 横浜線(東神奈川-八王子)

都営 浅草線

東武 野田線

京成 本線(支線含む)

都営 大江戸線

京王 井の頭線

東急 多摩川線

京急 本線(空港線除く支線含む)

相鉄 本線・いずみ野線

東京メトロ 銀座線

東急 大井町線

10～20分

30分以下

40分以下

50分以下

60分以下

61分以上

1週間に
2回以上

2回

1週間に
1回以上

1回

2週間に
1回以上

0.5回

1ヶ月間に
1回以上

0.25回

1ヶ月間に
1回未満

遅延発生回数
［1週間（平日5日間）当たり］

0      0.5    1.0    1.5     2.0    2.5     3.0    3.5
（日）

0.000 0.001 0.002 0.003 0.004 0.005 0.006

JR 埼京線・川越線(大崎-武蔵高萩)

JR 横須賀線・総武快速線(大船-稲毛)

JR 東海道線(東京-湯河原)

JR 宇都宮線・高崎線（上野-那須塩原･神保原)

JR 中央快速線・中央本線(東京-甲府)

JR 中央・総武線各駅停車(三鷹-千葉)

JR 山手線

JR 京浜東北線・根岸線

東京メトロ 有楽町線

東京メトロ 半蔵門線

東京メトロ 千代田線

小田急 小田原線(支線含む)

JR 常磐快速線・常磐線(上野-羽鳥)

JR 青梅線

東京メトロ 丸ノ内線

東京メトロ 南北線

東京メトロ 副都心線

東急 東横線

東急 田園都市線

JR 常磐線各駅停車(綾瀬-取手)

東京メトロ 東西線

西武 池袋線(支線含む)

西武 新宿線(支線含む)

JR 南武線(川崎-立川)

JR 武蔵野線(府中本町-西船橋)

東武 東上線

京王 京王線(支線含む)

東急 池上線

JR 京葉線

東武 伊勢崎線

東急 目黒線

都営 三田線

都営 新宿線

東京メトロ 日比谷線

JR 横浜線(東神奈川-八王子)

都営 浅草線

東武 野田線

京成 本線(支線含む)

都営 大江戸線

京王 井の頭線

東急 多摩川線

京急 本線(空港線除く支線含む)

相鉄 本線・いずみ野線

東京メトロ 銀座線

東急 大井町線

10～20分

30分以下

40分以下

50分以下

60分以下

61分以上

0                  0.002             0.004             0.006 
（日/(km･本/h)）

No 相直 路線名

1 JR 埼京･川越線(大崎-武蔵高萩)

2 JR 横須賀･総武快速線(大船-稲毛)

3 JR 東海道線(東京-湯河原)

4 JR 宇都宮･高崎線(上野-那須塩原･神保原)

5 JR 中央快速･中央本線(東京-甲府)

6 B JR 中央･総武線各停(三鷹-千葉)

7 JR 山手線

8 JR 京浜東北・根岸線

9 D 東京メトロ 有楽町線

10 E 東京メトロ 半蔵門線

11 C 東京メトロ 千代田線

12 C 小田急 小田原線(支線含む)

13 JR 常磐快速･常磐線(上野-羽鳥)

14 F 東京メトロ 南北線

15 G 東京メトロ 副都心線

16 G 東急 東横線

17 JR 青梅線

18 東京メトロ 丸ノ内線

19 E 東急 田園都市線

20 C JR 常磐線各停(綾瀬-取手)

21 B 東京メトロ 東西線

22 D,G 西武 池袋線(支線含む)

23 西武 新宿線(支線含む)

24 JR 武蔵野線(府中本町-西船橋)

25 JR 南武線(川崎-立川)

26 D,G 東武 東上線

27 J 京王 京王線(支線含む)

28 東急 池上線

29 JR 京葉線

30 A,E 東武 伊勢崎線

31 F,I 東急 目黒線

32 I 都営 三田線

33 J 都営 新宿線

34 A 東京メトロ 日比谷線

35 JR 横浜線(東神奈川-八王子)

36 H 都営 浅草線

37 東武 野田線

38 H 京成 本線(支線含む)

39 都営 大江戸線

40 京王 井の頭線

41 東急 多摩川線

42 相鉄 本線・いずみ野線

43 H 京急 本線(空港線除く支線含む)

44 東京メトロ 銀座線

45 東急 大井町線

路線名

JR 埼京･川越線(大崎-武蔵高萩)

JR 横須賀･総武快速線(大船-稲毛)

JR 東海道線(東京-湯河原)

JR 宇都宮･高崎線(上野-那須塩原･神保原)

JR 中央快速･中央本線(東京-甲府)

JR 中央･総武線各停(三鷹-千葉)

JR 山手線

JR 京浜東北・根岸線

東京メトロ 有楽町線

東京メトロ 半蔵門線

東京メトロ 千代田線

小田急 小田原線(支線含む)

JR 常磐快速･常磐線(上野-羽鳥)

東京メトロ 南北線

東京メトロ 副都心線

東急 東横線

JR 青梅線

東京メトロ 丸ノ内線

東急 田園都市線

JR 常磐線各停(綾瀬-取手)

東京メトロ 東西線

西武 池袋線(支線含む)

西武 新宿線(支線含む)

JR 武蔵野線(府中本町-西船橋)

JR 南武線(川崎-立川)

東武 東上線

京王 京王線(支線含む)

東急 池上線

JR 京葉線

東武 伊勢崎線

東急 目黒線

都営 三田線

都営 新宿線

東京メトロ 日比谷線

JR 横浜線(東神奈川-八王子)

都営 浅草線

東武 野田線

京成 本線(支線含む)

都営 大江戸線

京王 井の頭線

東急 多摩川線

相鉄 本線・いずみ野線

京急 本線(空港線除く支線含む)

東京メトロ 銀座線

東急 大井町線

１０分以上の遅延の状況（2014.9～12）について
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※ 下線部は相直路線を示す

平日始発～10時の列車遅延指数（10分以上）

0.003   日/(km･本/h)以上 （E）
0.002   日/(km･本/h)以上 （D）
0.001   日/(km･本/h)以上 （C）
0.0005 日/(km･本/h)以上 （B）
0.0005 日/(km･本/h)未満 （A）

遅延発生回数/（営業キロ×列車本数）
［1週間（平日5日間）当たり］

大宮

千葉

横浜

立川

新宿
東京

銀座線(A)

半蔵門線(E)

大江戸線(A)

日比谷線(B)

副都心線(E)

南北線(E)

有楽町線(D)

千代田線(D)

浅草線(B)

三田線(B)

新宿線(C)

東西線(C)

JR京葉線(B)

山手線(D)

丸ノ内線(C)
京王井の頭線(B)

京急本線(A)

JR埼京・川越線(D)

JR埼京・川越線(D)
JR宇都宮・高崎線(B)

JR中央快速・中央本線(B)

JR中央・総武線各停(C)
JR横須賀・総武快速線(C)

JR東海道線(C)

JR京浜東北・根岸線(B)

JR常磐線各停(C)

JR常磐快速線・常磐線(B)

JR青梅線(C)

東急東横線(C)

東急田園都市線(C)

西武新宿線(A) 西武池袋線(A)

小田急小田原線(A)

京王線(A)

東急目黒線(D)

東急大井町線(A)

東急池上線(D)

相鉄本線・いずみ野線(A)

JR南武線(B)

JR武蔵野線(B)

東武東上線(B)

東武伊勢崎線(A)

東武野田線(B)

JR横浜線(A)

東急多摩川線(D)

京成本線(A)

JR中央・総武線各停(C)

JR横須賀・総武快速線(C)

１０分以上の遅延の状況（2014.9～12）について
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